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表紙イラスト：鈴木邦弘「夢かもしれない」

写真上：現在の双葉駅（撮影：鈴木邦弘）

2017年11月、双葉駅。今は増築され、
「新幹線が停まるような無人駅」（伊澤町長）となったが、
人々の暮らしは戻ってこない。
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はじめに

東日本大震災とそれに続く東京電力福島第一原発事故の発生から 12年が
経過しました。
それまで「安全」だとされてきた原発が相次いで爆発したときのあの衝撃
を、私たちは決して忘れないでしょう。「5重の壁」で閉じ込められていた
はずの放射性物質は、環境中に広く拡散しました。原発事故は多くの人たち
の人生を一変させました。避難を強いられ、ふるさとや生業を失った人もた
くさんいます。今なお、少なくとも 2万 7千人以上の人たちが避難を継続
しています。住宅提供をはじめ公的な支援はすでに打ち切られ、避難者の中
には家賃の支払いに苦しみ、孤独の中に取り残される人もいます。

ALPS処理汚染水、除染によって生じた汚染土の処分について、大きな議
論となっていますが、これらはいずれも福島第一原発事故の規模の大きさ、
問題の複雑さを物語るものでしょう。事故の被害は、「風評被害」のみで片
づけられるものではありません。また、「風評加害」という表現を目にする
こともありますが、放射性物質の拡散に警鐘を鳴らす人々をあたかも加害者
のようにレッテル貼りすることは、健全な言論空間をゆがめ、人々を分断す
ることにつながります。
原発事故を引き起こした責任は、一義的には東京電力、そして原子力政策
を推進してきた国にあることを忘れてはなりません。しかし、事故の被害と
同様、その責任もまた、「見えない化」されてきているのです。
岸田政権は 2022年 7月下旬、GX（グリーントランスフォーメーション）

実行会議を立ち上げ、原発回帰の政策検討を指示しました。それからわずか
半年余りで、民意不在のまま、原発再稼働や運転期間の延長、次世代革新炉
の開発・建設といった内容の法案が閣議決定されました。今国会で、GX推
進法、GX脱炭素電源法（原子力基本法、原子炉等規制法などの改定案を束
ねたもの）が決められようとしています。これは、ウクライナでの戦争によっ
て引き起こされた人々の危機意識に便乗した「ショックドクトリン」ともい
える手法であり、福島原発事故の教訓を蔑ろにしたものでしょう。
原発はグリーンでもクリーンでもありません。ウランの採掘から燃料加工、
原発の運転、核廃棄物の処分、廃炉に至るまで、環境を放射性物質で汚染し
続けます。また、原発を運転することは、何万年も管理が必要な核のごみを
生み出し続けることになり、将来世代に大きな負の遺産を残すでしょう。
本書が原発事故被害の現状を知り、原発の本質を考える一助になれば幸い
です。

2023年 4月 25日
国際環境 NGO FoE Japan

満田夏花、吉田明子、深草亜悠美、矢野恵理子、松本光
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解除と安全は別　消えた街並み　 
旧帰還困難区域の現実

東京新聞編集委員　山川剛史

放射線量が高いため居住はもちろん、立ち入
りも制限されてきた帰還困難区域をめぐって
は、2022年 6月に葛尾村野行地区と大熊町の
ＪＲ常磐線大野駅周辺、8月末には双葉町の双
葉駅周辺のいわゆる復興拠点で避難指示が解除
されました。23年には、飯舘村長泥地区、浪
江町の津島、室原、末森の 3地区、富岡町夜
の森地区の復興拠点も解除されます。
国も自治体も「復興を進める足掛かり」と強
調しますが、現実は大変厳しい状況です。まず
どれくらいの避難住民が帰ってきたのかという
点ですが、p.5の表の通り葛尾村旧復興拠点の
野行地区は1人。双葉、大熊両町とも「少なすぎ、
限りなく個人の特定につながりかねないため公
表できない」としか答えない状況です。解除前、
試しに宿泊する「準備宿泊」では各 10人強が
登録していたことや、現地を回った感触からす

ると、数人程度と思われます。
双葉、大熊の現在（今年 1月）の写真をご
覧いただくと分かりますが、もはやかつての街
並みはほとんど残っていません。徹底的に解体
され、かろうじて残っている道路標識や電柱の
位置を基準にして以前の写真と見比べない限
り、一体ここがどこなのか言い当てるのは難し
い状況です。工事関係者と話していると、「先
だってお墓参りに来た元の住民が迷子になって
いた」そうです。
自宅の解体直前、久々に双葉町を訪れた女性
が私に電話をくれ、「いつか帰りたいと思って
いたけど、もう私の町ではなくなっていた。今
後、たぶん関わることはないと思う」と涙をこ
らえて話しました。
双葉駅前は家屋や工場が壊され、しゃれた復
興住宅が急ピッチで建てられつつあります。そ

双葉町の状況（上空から、2023 年 1 月筆者撮影）

特集
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んな様子が、彼女に取り残され感をより強く抱
かせたようです。
ふるさとに帰って住んでもいい、という選択
肢ができたこと自体は、むしろ遅きに失したく
らいだと思います。ただ、現場を測定して歩く
と、「原発事故発生から 12年、莫大な税金を
投入して除染し、街並みを破壊してこの程度か
よ」と毒づきたくなるほど放射能汚染が残って
いると分かります。
特に大野駅周辺の除染は相当に苦労したと聞
きます。場所によっては放射線量がなかなか下
がらず、土壌や舗装を何度もはぎ取り、山砂を
敷いてようやく国の線量基準（毎時 3.8マイク

ロシーベルト（μ Sv））をクリアしたといいます。
かけた労力は分かりますが、駅近くの商店
街があった辺りは路上でも普通に毎時 0.6 μ Sv
あります。植栽や路肩の吹きだまりになりやす
い場所、泥上げした所などでは、線量が急上昇
する地点が点在しています。土壌を調べると、
厳格な分別が求められる放射性廃棄物の基準
（8,000ベクレル（Bq）／ kg）の十数倍に当た
る 10万 Bq／ kgを軽く超える放射性セシウム
が検出されました。こんなものが町のあちこち
に普通に放置されているのか⸺ 。事故後、き
ちんと手法を学び、自ら測定して根拠ある報道
をする努力をしてきた一人ですが、金づちで頭
を殴られたような衝撃でした。
双葉町は、大熊町よりは相対的に汚染度合い
は低いですが、高台の住宅地では普通に毎時 1
μ Svを超え、背後の山林は面的に毎時 3 μ Sv
を優に超えている状況でした。土壌も軒並み
10万 Bq超えでした。この住宅地には帰還さ
れた方々がおり、追加の対策が行政の責務だと
思いますが、町の幹部に現状を伝えても反応は
芳しくありません。
思い返せば、2015年に楢葉町の避難指示が
解除されたころと比べると、放射能に対する考
え方が緩くなりすぎていると思います。2015
年当時は、2年で放射能が半分になる放射性セ
シウム 134がかなり残っており、解除後も線
量はかなりのペースで下がっていきました。し
かし、事故 12年後の現在は、30年でやっと半
分になるセシウム 137が放射線源のほとんど
を占めます。つまり、追加除染など人為的に手

図　帰還困難区域の解除状況

大熊町大野駅周辺（2023 年 1 月、筆者撮影）
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を加えない限り、放射線量が早期に減ることは
期待できないわけです。
今年、新たに避難指示を解除しようという飯
舘村長泥地区や浪江町津島地区なども程度の差
こそあれ、状況は似たり寄ったりです。帰るつ
もりで宿泊している人はほんの一握りです。手
つかずの汚染された山に囲まれた両地区とも、
広大な帰還困難区域にぽっかり開いた解除予定
の地。汚染もさることながら、若い層は避難先
で新たな生活基盤をつくった人が多く、なかな
か帰ってくることはありません。
「もう家は解体してしまった。新築するといっ
ても、継ぐ者がいないからな」
長泥地区に通いで戻る人たちからは、異口同
音にこんな声が聞かれました。
街中と違い、農村部では沿道の草刈りなど大
切な共同作業がたくさんあります。避難指示が
解除され、何人かは戻ってくると思いますが、
わずかな人数の高齢者で、果たして地域が維持

できるのでしょうか？
復興を願い、応援もしていますが、放射能汚
染やあまりにも変わった地域⸺。残された課
題が多すぎ、正直なところ、私には復興した被
災地の姿がまだイメージできません。

大熊町の大野駅近く商店街の変貌ぶり（筆者撮影）

（※ 2023 年 1 月現在）
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3.11 甲状腺がん裁判から 
見えてきたこと

OurPlanet-TV 代表理事　白石草

2022年 1月、福島第一原発事故当時 6歳か
ら 16歳だった男女 6人が、自身が甲状腺がん
に罹患したのは原発事故に伴う放射線被ばくに
よるものだとして、東京電力に損害賠償を求め
る裁判を東京地裁に提起した。9月には、新た
に一人が追加提訴し、現在 7人の若者が裁判
を戦っている。
裁判の最大の争点は、放射線被ばくと甲状腺
がんの因果関係だ。原告側の弁護団は、病気が
通常よりも大幅に増えているのは、原発事故に
よる被ばく影響であると主張。過去の公害裁判
などと同様に疫学的なアプローチによって因果
関係を認めるべきだとの立場に立つ。
一方、被告・東京電力側は、UNSCEAR（原
子放射線の影響に関する国連科学委員会）が
2020年に公表した報告書をもとに、原告の被
ばく線量は 10mSv（ミリシーベルト）以下で
あり、甲状腺がんを発症させる線量ではないと
反論している。また、甲状腺がんが多く見つかっ
ているのは、精度の高い検査による結果である
と主張する。

原告の原因確率 94％以上

甲状腺がんは、通常 100万人に 1～ 2人程
度とされる希少ながんだ。放射性ヨウ素などの
放射性物質を取り込むことでがんが発症するこ
とがわかっており、特に小児は、被ばくが最大
のリスク要因とされる。チェルノブイリ原発事
故後も、この小児甲状腺がんが多発し、被ばく
による晩発性の病気としては唯一、国際機関が
被ばくとの因果関係を認めた。つまり、原発事
故が起きると、誰もが最初に心配する健康影響
が、子ども甲状腺がんといえる。

こうした背景もあり、原発事故後、福島県内
では、事故当時 18歳以下だった 38万人を対
象に、甲状腺検査が実施されてきた。対象者は
2年 1回、甲状腺のエコー検査を受け、5ミリ
以上の結節病変などが見つかると、精密検査を
受ける。さらに、この精密検査で、がんの疑い
が濃厚になると、今度は、結節に針を刺して細
胞をとり、悪性腫瘍かどうかを判断する「穿刺
細胞診」を実施するという仕組みだ。
現在は 5巡目の検査が行われており、この
穿刺細胞診で悪性と判断された子どもは、12
年間で 300人にのぼる。また 2017年には、検
査の枠組みで公表されている人数から漏れてい
る人の存在が明らかになり、全国がん登録との
紐付け作業が行われた結果、2018年までに 43
人もの人が、公表データ以外で甲状腺がん手術
を受けていたことが判明した。
原告側弁護団は、これら県民健康調査での多
発を背景に、11月に開かれた第3回口頭弁論で、
原告 7人が、放射線被ばくによって甲状腺が
んとなった確率（これを「原因確率」という）が、
94％以上であるとの専門家意見書を裁判所に
提出した。これは、アスベスト被害や四日市公
害訴訟など、過去の公害に比べて、はるかに高
い確率である。
また 1月に開かれた第 4回口頭弁論では、

福島市紅葉山のモニタリングポストに残されて
いた放射性ヨウ素 131の時間ごとの大気中濃
度データをもとに、甲状腺被ばく線量を推計し
た専門家の意見書を提出。高濃度の放射性プ
ルームが到来した 3月 15日一晩だけで、呼吸
による放射性ヨウ素 131の甲状腺被ばく線量
が約 60mSvにのぼると主張した。



7福島の今とエネルギーの未来　2023

特集

原告は、ICRP（国際放射線防護委員会）の
LNTモデル（閾値無し直線仮説）に基づき、
放射線被ばくによる健康影響に閾値はなく、線
量が非常に低くても、病気になる可能性はある
との立場をとるが、被告が主張する被ばく線量
はあまりにも過小評価であり、信頼性が低いと
指摘したのである。

過酷な治療を経験した原告たち

「友達は大学を卒業し、就職をして安定した
生活が送れている。友達をどうしても羨望の眼
差しでみてしまう。別に友達を妬んだりはした
くないのに、そういう感情が生まれてしまうの
がつらい。」
この裁判で今、傍聴者を強く惹きつけている
のが、原告の意見陳述だ。昨年 5月の第 1回
口頭弁論で法廷に立ったのは、事故当時中学 3
年生だった女性だ。女性は、県の検査で甲状腺
がんが見つかり、高校 3年生の夏、甲状腺がん
を半分だけ摘出したが、大学入学後に再発が発
覚。肺にも転移していることがわかり、1年生
の 1学期で大学を中退した。以来 8年間、治
療中心の生活を送っている。
軽い病気だと見られがちな甲状腺がん。被告
側は、福島で見つかった甲状腺がんは、将来、
治療のないがんを摘出している「過剰診断」の
可能性を指摘する。しかし、原告 7人の病状
は生やさしいものではない。
女性は、甲状腺がヨウ素を取り込むという性
質を利用して、敢えて高濃度の放射性ヨウ素を
服用して甲状腺細胞を内部被ばくさせて、がん
を破壊する「アイソトープ治療」も受けた。放
射線マークがあちこちにある長い廊下を通り、
コンクリートで固められた個室に入ると、鉛の
容器に入った薬を内服する。いったん、薬を飲
むと、自分の体が放射線源となり、高い放射線
を放つため、誰も彼女には近づけない。気持ち
が悪くなっても、看護師が自室に来ることはな
く、自分で対処しなければならない。これまで
家族の前で気丈に振る舞ってきた女性だが、検

査でがんが見つかった場面やアイソトープ治療
の場面にさしかかると、大きく声を震わせた。
「もとの身体に戻りたい。そう、どんなに願っ
ても、もう戻ることはできません。この裁判を
通じて、甲状腺がん患者に対する補償が実現す
ることを願います。」
この裁判の原告は、裁判を起こしながらも、
自分が被害者であるという意識は希薄だ。あま
りに過酷な経験をしているため、心に苦しみを
封じ込めたまま、目を背けている。しかし、女
性は意見陳述書を作る過程で、自身の心に向き
合ううちに、徐々に言葉が湧き上がるように
なったという。
ただ、この裁判で気になるのが、裁判官の訴
訟指揮だ。大法廷の使用を避けたり、原告の意
見陳述がなかなか認められなかったり、原告側
へ対する嫌がらせのような対応が続く。東京地
裁には、毎回、多くの傍聴希望者が詰めかけて
いるが、一般傍聴席は毎回 25席以下。法廷で
の白熱の審理を見られる人は少ない。また報道
も少ないため、裁判そのものを知る人が少ない
のも課題だ。
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ウクライナ情勢と原発
原子力資料情報室事務局長　松久保肇

2022年 2月 24日のロシアのウクライナ侵
攻開始から、すでに１年が経過した。ロシア軍・
ウクライナ軍の死傷者は併せて 20万人ともい
われ、国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）
によれば、民間人の死傷者は 7,000人超、国内
避難民約 600万人、国外避難民は 800万人に
上るという。きわめて深刻な人道的危機が続い
ている。ロシアは直ちにウクライナから撤退す
るべきだ。
この戦争では史上初めて、稼働中の民生用原
発が攻撃対象になった（ロシアも批准する戦時
国際法のジュネーブ条約は一部の例外を除き原
発への攻撃を禁じている）。攻撃されたのは欧
州最大規模のザポリージャ原発（VVER-1000、
ロシア製の加圧水型軽水炉、6基）だ。2022
年 3月 4日、ロシア軍が原発敷地内に侵入、
軍用車両などから放たれた砲弾の一部は原子炉
建屋近傍にも着弾した。以来、同原発はロシア
軍の占領下におかれている。占拠前 1万人程
度いた職員は、2023年 1月現在 3,000人程度
までに激減している。また、ロシア側は原発の
軍事基地化を進めているという。
ウクライナは開戦前、電力供給の約 6割を
原発に頼っており、占領されると電力が人質に

とられかねなかった。原発は戦略目標として狙
われたのだ。実際、ロシア軍はザポリージャ
原発占領後しばらくして、南ウクライナ原発
（VVER-1000、3基）から 30kmまで迫った。
これも原発を支配下に置くための侵攻だったと
みられている。なお、攻撃された 3月 4日、3
基稼働していたザポリージャ原発では、攻撃を
受けて 2・3号機を停止、4号機の出力も低下
させたが、攻撃終了後すぐに 2号機の発電を
再開、4号機の出力も戻している。占領直後の
混乱下でも原発の電力が必要だったのだろう。
これまで原発への攻撃で想定されてきたのは
もっぱらテロリストなどの非国家主体によるも
のだった。国による原発攻撃は想定されても対
処されてこなかった。だが、今回ロシアは原発
を攻撃した。2022年 11月末に英国王立防衛
安全保障研究所（RUSI）が発表した報告書は、
ロシア側は開戦前から原発占拠を目指していた
と分析している。その理由は、①原発の軍事基
地化、②原発依存度の高いウクライナの電力支
配、③原発破壊をちらつかせることで欧州をけ
ん制、④ウクライナに核開発の疑いをかける、
の 4点である。

図　ウクライナの発電電力量推移（2022 年 1 月 1 日～ 10 月 27 日）　出典：IEA

●石炭
●水力
●天然ガス
●原子力
●その他再エネ

 2022 年 1 月 1 日 2 月 1 日 3 月 1 日 4 月 1 日 5 月 1 日 6 月 1 日 7 月 1 日 8 月 1 日 9 月 1 日 10 月 1 日
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原発活用政策への教訓

原発への攻撃は多大な危険を伴う。最悪の場
合、格納容器・圧力容器が破壊され、放射性物
質が外部に出ることも考えうる。そこまで至ら
ずとも、冷却機能を失えば、福島第一原発事故
のように、燃料の溶融、水素爆発に至ることも
あり得る。また原発には大量の使用済み燃料を
格納するプールがあり、これが冷却できなくな
れば、燃料が溶け、放射性物質が大量に環境に
放出される。さらに、ザポリージャ原発では攻
撃により起きた火災の消火活動を、ロシア軍が
一時、阻止した。そうでなくとも戦闘中の消火
活動や損傷箇所の応急措置は困難を極める。戦
争の長期化もリスクだ。燃料や修理に必要な
パーツ供給が難しくなるし、原発につながる送
電網が切断され冷却に支障が出る可能性もあ
る。実際、ザポリージャ原発では、送電網切断
による外部電源喪失を何度も繰り返している。
占拠長期化による原発職員へのストレスも大き
なリスクだ。
仮に、ロシア軍がザポリージャ原発を破壊す
れば、ウクライナのみならず、地続きのロシア
などにも甚大な被害が発生する。だから常識的
には原発の破壊は考えにくい。だが、島国であ
る日本が攻撃される場合はどうか。それは、交
戦相手が何を目標に置くかで変わる。日本の交
戦能力を奪う場合、ミサイルなどでの原発破壊
すらもあり得る。大量の放射性物質が拡散して、
戦争どころの話ではなくなる。日本の占領が目
的であれば、意図的な原発破壊の可能性は低い
が、原発占拠はあり得る。
日本政府は原発を厳重に警備するという。だ
が、原発防衛は単に占拠させないだけではなく、
原発を安全に防衛する必要がある。それは本当
に可能なのか。たとえば弾道ミサイルに対して
は、海上のイージス艦、陸上の地対空誘導弾
PAC-3で迎撃するというが、当然限界はあるだ
ろう。他にも戦闘中の周辺住民避難方法、原発
占拠時の対処方法など、多くの疑問が浮かぶ。

もう一点、日本の原子力損害賠償法は、原子
力事業者に無過失・無限責任を課しているが、
「異常に巨大な天災地変又は社会的動乱」によ
る事故は免責されている。社会的動乱とは戦争
や内乱のことだ。その時、損害賠償はどうなる
のか。1960年、当時科学技術庁長官だった中
曽根康弘氏は国会で「天災地変、動乱という場
合には、国は損害賠償をしない、補償してやら
ないのです」、「原子力の損害であるとかその他
の損害を問わず、国民全般にそういう災害が出
てくるものでありますから、これはこの法律に
よる援助その他でなくて、別の観点から国全体
としての措置を考えなければならぬ」と答弁し
ている。この答弁は現在も基本的には踏襲され
ている。つまり、戦争によって生じた原発の事
故では、損害賠償は行われない。このことは、
国民、特に原発立地地域周辺住民にきちんと理
解されているのだろうか。
原発だけではない、日本は使用済み燃料から
プルトニウムを分離する再処理工場を青森県
六ヶ所村に建設中だ。すでに同工場には大量の
使用済み燃料や高レベルの放射性廃液などが溜
まっている。ジュネーブ条約は再処理工場など
の原子力関連施設への攻撃は禁じていないが、
危険性は原発を上回る。プルトニウムは核兵器
に転用できる。六ヶ所再処理工場は年間最大 8
トンのプルトニウムを分離する能力を持つ。他
国やテロリストなどに占拠された場合、分離し
たプルトニウムを盗取されかねない。世界的核
拡散に繋がりうる。
岸田政権は脱炭素という名目で原発利用を推
し進めようとしている。だが、安全保障と原発
は両立しうるのか。改めて慎重な検討が必要だ。

襲撃されるザポリージャ原発
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気候変動対策に原発は最悪の選択
東北大学教授　明日香壽川

1　発電の建設、運転、廃棄などライフサイクルすべてのコストの総合計を発電電力量の総合計で除したもの
2　追加的に 1kWhの電力を発電するコスト。運転コストとほぼ同じか、あるいは小さい

二酸化炭素（CO2）排出が少ない発電技術は
たくさんある。その中で、原発は極めて非合理
的な選択肢だ。なぜならば、今、再生可能エネ
ルギー（再エネ）の発電コストが急激に安くなっ
ており、原発と再エネの発電コストの差は数倍
もあるからだ。すなわち、同じ金額を再エネや
省エネにかけた場合と比べて、原発新設による
CO2排出削減量は数分の 1で、かつそれが実
現されるのは十数年後だ。
原発の再稼働や運転延長の際の主なコストで
ある運転コストも再エネの新設コストに比べて
高くなりつつある。例えば、世界中の投資家が
参照する米 Lazard社による世界の発電コスト
比較の最新版（2021年 10月）では、再エネ
（太陽光および風力）の初期投資を含めた均等
化発電コスト 1（総発電コスト）と原発の限界発
電コスト 2は、同じ程度か、あるいは再エネの
総発電コストの方が安くなっている（図 1参
照）。また、2020年 10月の国際エネルギー機

関（IEA）のデータによると太陽光発電新設の
温室効果ガス排出削減コスト（USドル /トン
CO2）は、「原発運転延長」の約 6分の 1とし
ている（図 2参照）。
さらに、原発の場合は、事故リスク、核拡散
リスク、攻撃対象となるリスク、放射性廃棄物
の管理など固有のリスクや問題がある。
すなわち、原発は気候変動対策としては、「高
すぎて、排出削減効果が少なすぎて、遅すぎて、
危険すぎて、不確実すぎる」というのが多くの
専門家の評価であり、限られた資金を原発に投
資するというのは、実質的に気候変動対策を遅
らせることになる。すなわち、合理性という意
味で明らかに間違った選択だと言える。
それでも原発を選択しようとしている国には
別の目的がある。それらは、1）大手電力会社
の経営資産である原発や火力発電などの大規模
発電所の維持、2）1～ 2兆円が必要とされる
建設時に発生する利権、3）原発推進による核

図 1　世界における再エネの均等化発電コスト 1 と原発などの限界コスト 2 の比較
出典：Lazard’s Levelized Cost of Energy, Levelized Cost of Storage, and Levelized Cost of Hydrogen, 10月28日.
https://www.lazard.com/perspective/levelized-cost-of-energy-levelized-cost-of-storage-and-levelized-cost-of-hydrogen/

注） “補助金付き” は米国での補助金額が
適用された場合を示している

（注） （注）
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兵器転用技術ポテンシャルの維持、核兵器産業
保護、原子力潜水艦の開発、などだ。3番目に
関しては米国、フランス、英国などの核保有
国では「常識」であり、例えば 2020年 12月
8日に、マクロン仏大統領は仏東部にある原子
炉メーカー・フラマトムの工場での「原子力の
未来」と題したスピーチで、「原発なくして核
兵器産業なし、核兵器産業なくして原発なし 」
と話した。
原発には、ロシアの影もある。現在、世界で
原発を建設しているのは主に中国とロシアの原
発関連産業だ。稼働中の原発も、ウラン燃料は、
ロシアとロシアの同盟国と言えるカザフスタン
に大きく依存している。このことは、日本でも
話題になった EUタクソノミー 3にも影響して
いる。

2022年 5月、グリーンピース・フランス
は、EUタクソノミーによってロシアが得る利
益を、1）天然ガスでは年間 40億ユーロの追
加収入（2030年までに合計 320億ユーロ）、2）
原発ではロシア国営原子力会社ロスアトムの
5,000億ユーロの売り上げ増加、と推定した。

3　気候変動対策などに資する事業や技術を分類し投資を促進する目的で作られたが、気候変動対策に資する技術と
して原発と天然ガスが含まれたことから大きな議論となった。

そのため侵略されたウクライナの活動家や政治
家は、「EUタクソノミーはプーチンへの贈り
物になる」として欧州議会メンバーに拒否を要
請していた。
周知のように、現在、ロシアとウクライナで
戦争が勃発しており、原発が攻撃対象となるリ
スクも増大した今、「EUタクソノミーは死ん
だ」と言う EU関係者は少なくない。
今、日本政府は、経産省主導の GX（グリー

ントランスフォーメーション）実行会議におい
て、国会での議論や熟議型世論調査などで国民
の意見を事前に聞くこともなく、拙速に原発回
帰・火力温存策をすすめ、それに巨額な公的資
金をつぎ込もうとしている。すなわち、国民全
体から見れば極めて経済的に不合理な政策を進
めようとしている。
福島第一原発事故では、さまざまな偶然が重
なって東日本に住む約 3千万人が全員避難す
るような状況は免れた。しかし、人は往々にし
て歴史や経験からは学ばず、非合理的な選択を
する。しかし、今回だけは、日本にとって何が
合理的な選択かを十分に考えるべきだ。

図 2　各発電エネルギー技術の温室効果ガス排出削減コストおよび雇用増加効果
出典：IEA Job creation per million dollars of capital investment in power generation technologies and average CO2 abatement costs, 
2022 年 10 月 26 日　https://www.iea.org/data-and-statistics/charts/job-creation-per-million-dollars-of-capital-investment-in-
power-generation-technologies-and-average-co2-abatement-costs
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原発回帰の GX 関連法が国会へ！
国際環境 NGO FoE Japan　満田夏花

2023年 2月 10日、原発の再稼働、原発の
運転期間の延長、次世代革新炉による原発の新
増設や建て替えなどを含む「GX実現に向けた
基本方針案」（以下 GX基本方針）および GX
推進法が閣議決定された。2022年 7月下旬、
岸田首相が GX実行会議にて、関係省庁に原
発推進の政策の検討を指示。それからわずか 5
カ月後の 12月 22日、GX基本方針案が了承さ
れ、1カ月のパブリック・コメント（一般から
の意見の公募、以下パブコメ）にかけられた。
いままでのエネルギー基本計画で「原子力依存
度は可能な限り低減」とされてきたことを覆し、
原発回帰に大きく舵を切った形だ。

利益は原子力産業へ、コストとリスクは
国民全体へ

このように、原発推進政策が一気に推し進め
られたのは、ウクライナ危機による世界的なエ
ネルギー資源のひっ迫、円安もあいまって生じ
た電力価格の高騰など、人々の危機感に乗じた
一種のショックドクトリンだろう。

GX基本方針では、「ロシアによるウクライ
ナ侵略が発生し、世界のエネルギー情勢は一変
した」とし、エネルギー価格の上昇、電力需給
ひっ迫などについて言及し、電力の安定供給の
ために原発を活用していくとしている。また、
新たに「GX経済移行債」を創設し、20兆円
規模の先行投資支援を行うとする。その一部は
次世代革新炉の開発にも使われる。
しかし、原発は「エネルギー安全保障」にも「電
力安定供給」にも資するわけではない。燃料と
なるウランは、海外に依存しており、国際情勢
によって左右される。原発がテロや戦争のター
ゲットになる可能性は従来から指摘されてきた
が、ウクライナにおいて原発施設が攻撃された

ことにより、その懸念が現実のものとなった。
原発は一基あたりの出力が大きい電源だが、
止めたり動かしたりしすることが簡単にはでき
ず、出力調整が難しい。またトラブルが多く、
計画外に止まれば、需給ひっ迫リスクを高める。
また、世界的にみても、原発の発電コストは
増加をつづけている。原発の建設費はすでに 1
兆円を超え、今や原発は最も高い電源だ。日本
でも、再稼働のための安全対策費、維持費、廃
炉のための費用がふくれあがっている。東京電
力は柏崎刈羽原発（新潟県）の再稼働のための
安全対策費に 1兆円以上も費やしている。
経済合理性がなく、投資リスクも高い原発は、
このままでは、衰退していくしかないだろう。
GX基本方針は、苦境に立つ原子力産業に、国
税をはじめとした公的リソースを投じ、延命さ
せるものにほかならない。そのコストやリスク
は次世代も含めた国民全体が負うことになる。

パブコメの 3,966件の重み

2022年 12月下旬から 1月にかけて、GX基
本方針など、原発に関する 4つの政策文書が、
同時並行的にパブコメにかけられた。期間は
たったの 1カ月。

FoE Japanでは、年明け 1月 4日から 22日
まで、計 15回、オンラインでの連続パブコメ
セミナーを開催した。セミナーでは、GX基本
方針の背景と原発との関係、ポイントを解説し、
パブコメの提出を呼びかけた。反響は大きかっ
た。回を追うごとに参加者が増え、参加人数は
のべ 1,200人以上に達した。
パブコメの取りまとめや政府からの回答が発
表されたのは 2月 10日の閣議決定の朝。パブ
コメ総数は 3,966件。その多くが原発推進政策
に反対する内容であった。しかし、これらは、
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ほとんど方針に反映されなかった。

「運転期間」の延長に異議あり！

2022年 10月 5日、原子力規制委員会（以
下、規制委）の山中委員長は、原発の運転期間
は「利用」政策であるとし、「規制委が意見を
言うことではない」とした。これは、「原則 40
年、1回に限り 20年延長」と運転期間上限を
定めた原子炉等規制法（以下、炉規法）の規定
を削除することを容認したことを意味する。そ
の上で、原発運転期間延長を前提とした規制制
度案を策定し、パブコメにかけた。寄せられた
意見 2,016件の大半は、運転期間の延長に反対
する内容だった。

2月 8日、規制委の定例会合で、規制制度案
が了承されようとしたとき、委員の一人が反対
意見を述べた。結局この日決まるはずだった規
制制度案は持ち越しとなった。
反対意見を述べたのは石渡明委員。地質の専
門家である同氏は、「今回の変更（炉規法から
の運転期間の削除）は新たな知見などに基づく
ものではない。安全規制の後退だ」とし、「（今
回の新制度では）審査が長引くほど、その分だ
け運転期間が延び、老朽化した原発が動くこと
になる」などと述べた。

9日には、FoE Japanを含む複数の市民団体
が経済産業省および規制委に運転期間延長に反
対する要請書と署名 75,214筆を提出した。全
国 22の市民団体が呼びかけた。

「規制」が自ら「利用」にすりよる

2012年、福島第一原発事故の教訓を踏まえ、
原発の利用と規制の分離や安全規制の強化が議
論された。それまで明確な規定がなかった原発
の運転期間の上限について、「原則 40年、１
回に限り、原子力規制委員会が認める場合は
20年延長できる」とした炉規法の改正が与野
党合意のもとに成立した。当時の担当大臣（環
境大臣）の細野豪志氏は、「作動するそのそれ
ぞれの機器の耐用年数を考慮にした中で 40年
という数字を導き出した」「電気製品をとって
も、車を見ても、40年前の技術で今そのまま
通用するものはほとんどない」と説明。「40年
の運転制限制度というのは必要である」とした。
こうした経緯をみれば、「40年運転制限」は

安全規制の一環として導入されたことは明らか
だ。にもかかわらず、「利用政策」とされ、炉
規法から削除されようとしている。

原発推進の「束ね法案」が一挙に国会に

前述のように 2月 10日には「GX推進法案」
が、2月 28日には、「GX脱炭素電源法案」が
閣議決定された。後者は原子力基本法、原子炉
等規制法、電気事業法、再処理法、再エネ特措
法の改正案 5つを束ねたもので、運転期間の
規制緩和ばかりか、原子力基本法に詳細に「国
の責務」を書き込み、原子力産業を手厚く保護
する内容だ。
先行して国会で審議入りしたのは「GX推進
法案」だが、議論が深まらないまま、3月 30
日、衆議院で可決。同日、「GX脱炭素電源法案」
が審議入りした。
この 2つの法案は、複雑で論点も多く、一挙
に審議することは問題が多い（囲み参照）。現
在の国会の与野党の議席数を考えれば、今国会
にて可決成立する可能性は高い。
阻止できるのは世論の高まりしかないだろ
う。私たちの「市民力」が問われている。原発の運転期間延長に反対する署名 75,214 筆を提

出
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GX 推進法案の問題点
（脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律案）

1　たとえば EUタクソノミーでは、エネルギー分野においては、太陽光・風力については閾値なし、水力・地
熱に関してはライフサイクルにわたる GHG排出量が、1kWhあたり 100g未満、運輸においては直接 CO2

排出がゼロ（トランジショナルな活動については 1kmあたり直接 CO2排出が 2025年までは 50g未満）な
どと、具体的に定められている。また、気候変動の緩和・適応、水と海洋資源、循環型経済、環境汚染の
防止と抑制、生物多様性といった環境分野の一つもしくは複数に貢献し、いずれに対しても著しい害を及
ぼさないこと、ビジネスと人権に関する指導原則など「最低限のセーフガード」を満たしていることなど
とされている。

現在、以下の 2つの GX関連法案が、今
国会（2023年初頭の第 211回）で審議され
ている。
① GX推進法案
② GX脱炭素電源法案（原子力基本法、原
子炉等規制法、電気事業法、再処理法、再
エネ特措法の改正案 5つを束ねたもの）
このうち、①の GX推進法案についての
問題点をまとめた。
1．原子力産業を官民資金で支援
政府がすでに閣議決定している GX基本
方針の中には、原発の着実な再稼働やそのた
めの理解醸成に国が前面に立つこと、次世代
革新炉の開発・開発建設、人材育成、事業環
境整備、核燃料サイクルの促進などが含まれ
る。「GX推進法案」はこの GX基本方針を
実現するための法案となっている。「GX脱
炭素電源法案」とあいまって、長期にわたっ
て原子力産業を国が支援し続けることにな
る。
2．経済産業省への白紙委任
第 6条で、「政府は GX推進戦略を定めな
ければならない」としており、これに基づき
進められる。GX推進戦略は経済産業省が案
を作成し、閣議決定する。

20兆円規模の「GX経済移行債」の発行、
「GX推進機構」による金融支援や債務保証
などにより、150兆円規模の官民の GX投資

を生み出すとしている。資金の行先は、「GX
推進戦略」に基づくため、事実上、経済産業
省が巨額の官民の資金の行き先を決める。
「GX推進機構」は経済産業大臣の認可法
人であり、業務計画、財務・会計などは、「経
済産業省令」によって定められる。
3．脱炭素基準、環境・人権配慮基準の不在

GX投資に関して、温室効果ガスの削減効
果、環境人権配慮の基準がない 1。化石燃料由
来の水素・アンモニア利用も支援する内容で
あり、結果的に温室効果ガスの排出量は削減
されない。1.5℃目標、グラスゴー合意、G7
コミュニケとの整合性がない。
4．将来世代を含めた国民が負担し、排出者
を利する
大量の GHG排出を行っている大手電力な
どを支援する内容となっている。財源は、国
債発行（GX経済移行債）などで賄われるが、
将来的に炭素賦課金などで回収する。最終的
には電力消費者、すなわち国民が広く負担す
る内容となりかねない。
5．資金の流れが不透明 
「GX経済移行債」による資金の使途が経
産省への白紙委任になっている。また、「GX
推進機構」がブラックボックス化し、国会に
よるコントロール、監視、検証ができない。
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GX 脱炭素電源法案の問題点
（脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るための

電気事業法等の一部を改正する法律案）

政府は、原子力基本法、原子炉等規制法、
電気事業法、再処理法、再エネ特措法の改正
案 5つを束ね、一気に国会審議を進めよう
としている。経済産業省が主導し、不透明な
形で改正案を策定したことも問題視される。
1．原子力基本法：「国の責務」を詳細に書
き込み、原子力産業を手厚く支援
電気の安定供給の確保、脱炭素社会の実現
などのために原子力を活用することを、国の
責務とし（第二条の二）、原発立地地域の住
民や国民の理解の促進、地域振興などを推進
することを盛り込む。また、第二条の三に、
原子力にかかる人材の育成、産業基盤の維持・
強化などを盛り込む。
本来、原子力事業者が自らの責任で実施す
べき内容を、国が肩代わりすることになる。
結果的に原子力事業者を手厚く保護する内容
となり、モラルハザードを生む。
2．運転期間の許認可を規制委から経産省へ
現在、老朽化した原発の安全確保のために、
原子力規制委員会が所管する原子炉等規制法
には 2つの仕組みが盛り込まれている。1つ
目は原発の運転期間を原則 40年とするルー
ル。原子力規制委員会の審査を
合格した場合、1回に限り 20
年延長できる。2つ目は、30
年を超えた原発について 10年
ごとに審査を行うルール（高経
年化対策制度）。
この 1つ目の運転期間の延長
認可に関するルールを、「原子
炉等規制法」から削除し、経済
産業省が所管する「電気事業法」
に移す。これにより、原子力を

規制する立場の原子力規制委員会ではなく、
原子力を利用する立場から、経済産業省が、
原発の運転期間延長に関する認可を行うこと
になる。
3．60 年超運転も可能に
電気事業法に盛り込む運転期間に関する規
定で、東日本大震災発生後の新規制基準制定
による審査期間、裁判所による仮処分命令、
その他事業者が予見しがたい事由によって生
じた運転停止期間などを運転期間から除外で
きるようにする。これにより、運転期間は今
まで最長 60年とされていたものが、60年を
超えて運転できるようになる。
政府は、原子炉等規制法に 30年を超える

原発の劣化評価を規定することにより、規制
は強化されるとしている。従来から 30年超
の原発に対する 10年ごとの劣化評価は、高
経年化技術評価として行われてきた。今回、
これを法律に格上げすることになるが、基本
的には、従来の制度の延長線上であり、新し
い制度というわけではない。
今回の改定は、原子力規制委員会の権限を
縮小し、規制を緩和するものとなる。

原発運転期間の現行制度と提案されている新制度
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電力市場価格の高騰で 
明らかになった大手電の市場支配

国際環境 NGO FoE Japan　吉田明子

2022年 12月、電力システム改革や電力自
由化の意味を改めて考えさせられる、大手電力
による不正が明らかになった。12月初旬には
関西電力と中部電力、九州電力、中国電力が
2018年秋以降にそれぞれ結んでいたカルテル
に対し処分が行われた。企業向けの特別高圧や
高圧を対象に、互いに相手の管轄区域で顧客獲
得を控えるよう示し合わせていたというのであ
る。公正取引委員会は 12月 14日、1年かけて
大規模な調査を行うと発表した。

12月末には、関西電力の小売部門の社員が、
送配電部門の分離で子会社となった関西電力送
配電が持つ新電力の顧客情報を、不正に閲覧し
ていたことがわかった。電力システム改革で、
各大手電力の送配電部門は 2020年度までに子
会社として分離し、中立、公平な運営を行うこ
とが求められていた。顧客情報は言うまでもな
く厳重に管理すべきものであり、親会社の小売
部門に漏洩することは電気事業法違反である。
不正閲覧は、2016年の小売全面自由化開始か
ら、2022年まで 6年半以上にわたって続き、
一部営業活動にも使われていた。2023年 1月
にはさらに東北電力、九州電力、四国電力、中
部電力、中国電力でも同様の不正閲覧があった
ことが判明した。
電力システム改革・電力自由化に逆行するよ
うな不正が 2016年から 6年半以上にわたって
続いていたということであり、公正・公平な自
由競争の状況ではなかったことが公となった。
重大な問題であり、経済産業省も何らかの処分
を検討している。

新電力を苦しめた 
大手電力の取り戻し営業

2016年 4月の電力小売全面自由化以来、多
くの新電力が参入し、2023年 1月現在で小売
電気事業者登録は 700社以上となっている。
しかし、大手電力と新電力との圧倒的な経営格
差はたびたび指摘されてきた。2018年頃には、
新電力各社から大手電力の「取り戻し営業」に
対する悲痛な声が伝えられていた。新電力によ
る営業の結果、新電力への切り替えを決めた需
要家のもとに、数日後に大手電力から電話が入
り、より安い価格提案が行われて契約を取り戻
されるというものだ。
この背景にも、送配電部門から小売部門への
顧客情報の共有が疑われていたが、今回それが
少なくとも一部事実であったことが示された。
「ようやく」ではあるが、歪んだ電力システム
改革を見直すための重要な一歩とも言える。電
力ガス取引監視等委員会や公正取引委員会によ
る今後のさらなる調査や厳正な処分が求めら
る。

続く電力市場価格高騰

大手電力と新電力の経営格差は、別のところ
にも現れている。2020年 12月下旬から 1月
中旬にかけて、電力の市場価格が異例の高騰と
なった。その後、若干の制度変更などが行われ
たものの、2021年末から 2022年にも再び高
騰が起こった。電力市場価格は、2016～ 2020
年度は年平均で kWhあたり 10円程度の価格
であった。それが 2022年 3月には、一部エリ
アで一時 80円、6月や 8月にも一時 200円ま
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で高騰し、秋から冬にかけても 2016～ 2020
年度の平均と比べ 2倍以上の価格が続いた。
2023年冬にはやや落ち着いてきたが、深夜や
早朝でも 20円程度という高値傾向がなお続い
ている。
電力の販売価格は、家庭向け（低圧）で

1kWhあたり 25～ 30円、企業向け等（高圧）
で 15～ 20円程度である。電気料金は、電気
そのものの価格、託送料金、小売電気事業者の
事務費用の 3つから成っている。電気の調達
方法には、自社や他社の発電所から調達、他の
電力会社から調達、電力市場から調達などの方
法がある。電力市場からの調達が多ければ、そ
れだけ経営に影響することとなる。　

大手電力の実質的支配と
再エネ新電力への影響

市場価格が高くなっている原因は、国際的な
化石燃料価格の高騰が一因だが、それだけでは
ない。大手電力が大規模電源のほとんどを所有
し、化石燃料の調達もしている状態で、自社の
利益を最大化する行動をとっていることが高騰
を引き起こしているのだ。経済産業省は、自由
競争だからそれは当然のことだとして容認して
いる。しかし、大手電力が大規模電源を建設・
所有することができたのは、自由化以前にすべ
ての消費者の電気料金や補助金など国の政策で
支援されてきたためである。顧客の大部分も、
自由化以前からの継続です。このような圧倒的
な力の差をそのままにした、いびつな「自由競
争」が現在の電力市場なのである。
さらに、再エネを重視して FIT電気を調達

する新電力はより大きな影響を受けている。そ
れは、2017年の FIT制度改定で、小売電気事
業者が発電事業者と契約を結んで FIT電気を

1　パワーシフト・キャンペーン：再エネ新電力の選択を呼びかける市民団体等の連携キャンペーン。事務局は FoE 
Japan。

2　パワーシフト・キャンペーン、朝日新聞社「自治体・地域新電力の可能性と市場価格高騰―2022調査報告書」
2022年 12月 2日　https://power-shift.org/jichitai-chiiki-2022report/

調達する場合、その買取価格に電力市場価格が
適用されることとなったためだ。
再エネ新電力は、電源構成はそれぞれ異なる
ものの、FIT電気や電力市場からの調達の割合
が高い場合が多く、そのため市場価格高騰の打
撃を特に受けているのである。

2022年は、再エネを重視したい新電力や地
域新電力にとって、激動の年となった。「パワー
シフト・キャンペーン」1が朝日新聞社と共同で
2022年秋に行った新電力約 90社を対象とした
調査 2では、回答 72者の 9割が「深刻な影響が
ある」、8割が「一時営業を停止している」とし、
新電力にとっての厳しい状況が浮き彫りとなっ
た。
一方で、市場価格高騰を逆手に、地域の再エ
ネの開発や調達に、自治体等と連携してより一
層力を入れる決意も見てとれる。自治体・地域
新電力などが何とか現在の苦境を乗り越えて、
地域の再エネを活用して地域経済循環を加速さ
せる存在として発展していくことが期待され
る。同時に、大手電力の不正や寡占状況が抜本
的に明らかにされ、真の改革が行われることが
欠かせない。

図　電力市場の状況（パワーシフト・キャンペー
ンより）
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ドイツの脱原発のゆくえ
FoE ドイツ（BUND：ドイツ環境自然保護連盟）ヤン・ヴァローデ

1　本原稿は 2023年 1月時点に執筆されたものです。その後、4月 15日、ドイツでは、最後まで稼働していた 3基
の原発が送電網から切り離され、脱原発が達成されました。

福島第一原発の事故から 12年となる 2023
年 1月、ドイツでは 3基の原子力発電所が稼
動している 1。東日本大震災に伴う日本の原発事
故は、当時のドイツ首相アンゲラ・メルケルに
原子力政策の再考を迫った。物理学の博士号を
持つ彼女は、「原子力のリスクは制御しきれな
い」と発言した。ドイツの脱原発は 2022年末
までに実施されることになっていた。しかし、
最後の 3基の原子炉の停止は、現在 4カ月延
期されている。ドイツの多くの人々は、核のリ
スクについ終止符を打つべきあると明確に認識
し、これ以上の寿命延長に反対している。今年
の 3月 11日には、ドイツでも多くの人が再び
デモを行うだろう。
原子力産業は、2022年 2月のロシアのウク

ライナに対するひどい侵略戦争がおこるとは当
然予想していなかった。戦争を想定して造られ
た原子力発電所は、世界中に 1つもない。その
ため専門家は、ウクライナの原子力施設をいっ
そうの危機感をもって注視している。誤爆や長
時間の電源喪失、冷却装置の故障などが、欧州
全域に影響を及ぼす核の大惨事を引き起こす可
能性がある。欧州最大の原発であるザポリー
ジャ原子力発電所の状況は、依然として不透明
だ。国際原子力機関（IAEA）は、欧州での原
子力災害の可能性をもやや否定していない。

デタラメな議論

こうした中、ドイツの一部の政治家や産業界
の代表、ロビイストらが原発の運転期間の延長
を求め、連邦政府が最後の 3基の原発を長く
稼働させようとしている。福島での大惨事は、

原子力発電のリスクがいかに大きいか、そして、
世界的にいつまた大事故が起きてもおかしくな
いことを明らかにした。震災からわずか 3カ
月後の 2011年夏、当時の連邦政府は 2022年
末までに最終的に原発を廃止することを決定し
たのである。それに基づいて 7基の原子炉は
直ちに停止され、2021年までにさらに 6基の
原子炉が停止された。最後に残っているのは 3
基である。
ロシアによるウクライナ侵攻で、ドイツのエ
ネルギー政策が試されることとなった。ドイツ
は輸入エネルギーに大きく依存している。一次
エネルギー供給の約 77％、天然ガスの 94％が
海外から輸入されている。ドイツの天然ガスの
ほぼ 6割はロシアから輸入していた。ロシア
への制裁の議論では、このガスをどのように代
替・節減するかが問題となった。原子力産業と
保守・リベラル派の政治家は、原子力が解決策
であることにすぐに合意した。しかし、原子力
はガス火力に取って代わることはできないこと
は、調査や分析で示されている。また、原子力
発電所の運転が継続されても、エネルギー価格
に大きな影響を与えることはない。そのため原
発を推進する各層は、欧州のエネルギー安定供
給を重要な理由として挙げている。

危機的状況にあるフランスの原子力

2022年夏に欧州の電力市場が緊迫していた
のは、フランスのエネルギー政策にも原因が
あった。長い間、原子力推進派がドイツの脱原
発を間違いであるとか、エネルギー政策の「独
走」であるなどとを糾弾する際、フランスを引
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き合いにだしていた。合計 56基のフランスの
原子炉によって、温室効果ガスの削減にも貢献
し、欧州のエネルギー安定供給を保証するもの
であると考えられていた。しかし実際には、フ
ランスの原子力推進政策は行き詰まっている。
原子炉の平均年数は 35年を超え、確実に老朽
化が進んでいる。わずか 1基の原発の新規建
設も大失敗している。核廃棄物の中間貯蔵施設
はすべて溢れ、原子力産業は多額の借金を抱え
ている。昨年フランスは、第二次世界大戦後最
大のエネルギー危機を経験した。2022年初め
から、フランスの原子炉は危険な腐食損傷や、
安全点検、干ばつによる冷却水不足などの理由
で立て続けに停止、数ヶ月にわたり約半数の原
子炉が停止している。そして、その影響を受け
ているのは、これまで電力需要の約 70％を原
子力発電でまかなっていたフランスだけではな
い。この状況は、欧州の電力市場の価格も押し
上げている。フランスは現在、近隣諸国からの
電力供給に大きく依存している。

リスクの高いドイツの原発の運転延長

そのためドイツでは、フランスの状況が変わ
らなければ、冬には欧州の電力網を安定させる
ためにドイツの原発が必要になると主張され
た。結局、反原発運動から生まれた政党である
はずの、よりによって緑の党出身の経済大臣が、
ドイツの最後の 3つの原子力発電所の 2023年
4月までの運転継続を認めた。現在 3つの原子
力発電所では、原子炉内の既存の燃料棒の使用
期間を数ヶ月延長し、運転が行われている。段
階的に出力を落としながらより長く発電する。
しかし、原子力発電所の運転を継続するリスク

は、それで生まれる小さなメリットには見合わ
ない。ドイツの原子力発電所も安全ではない。
2基の原子炉で蒸気発生器の重要なパイプ数百
本に亀裂が発見され、残る 1基は検査ができ
ない状態だ。最悪の場合、メルトダウンを引き
起こす可能性さえある。

原発への抗議は続く

連邦政府が原子力発電の 4カ月の運転継続
を決定したことで、脱原発という社会的なおお
かたの合意が脅かされている。ドイツは脱原発
に合意することで、数十年にわたる社会的対立
を和らげ、エネルギー転換を始めることができ
た。一度迷走した核廃棄物の最終処分場探しを
再開する唯一の方法でもあった。社会的、環境
的な変革のためには、このような社会的合意が
もっとたくさん必要である。例えば、化石燃料
の段階的な廃止、エンジン自動車の廃止、ガス
暖房器具の禁止などだ。政府は、社会の信頼を
軽々しく弄ぶことがあってはならない。エネル
ギーの転換、エネルギー効率化、自然と調和し
た形での再生可能エネルギーの急速な拡大が、
未来志向で健全かつ安定したエネルギー供給の
ための中心的なカギとなる。特に再エネの電気
は、原子力発電よりはるかに安い。核廃棄物の
処理や安全な保管のための追加費用を考慮すれ
ばなおさらである。
この冬は、ドイツに原発は必要ないことを確
実に示している。エネルギー供給と価格は安定
し、原発の運転延長は必要なかったはずだ。と
はいえ、まだやるべきことはたくさんある。す
でに一部の政治家は、新しい燃料棒の原子炉へ
の装填やドイツの原子力発電への復帰を要求し
ている。また、ドイツはウラン工場での燃料生
産を無期限で継続し、世界中の原子力発電所に
供給している。今年の 3月 11日には、何百も
の都市で追悼集会やアクションが計画されてい
る。各地の人々は、福島の事故を追悼し世界全
体の脱原発を要求する。原子力と化石燃料は一
刻も早く過去のものにしなければならない。原発の稼働延長に抗議するドイツの環境グループ
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4 月 4 日　米小型モジュール炉の
研究・開発に官民が出資

政府系金融機関の国際協力銀行（以下、
JBIC）はアメリカ合衆国法人 NuScale Power
（以下、ニュースケール）への出資を発表した。
JBICによる出資額は約110百万米ドル。ニュー
スケールは小型モジュール炉（以下、SMR）
を研究・開発する企業。ニュースケールには
IHIと日揮ホールディングスが出資しており、
JBICも加わることでニュースケールの研究・
開発を日本の官民で支援する異例の体制を整え
ることになる。日本政府はエネルギー基本計画
等で、小型原子炉の研究を進めるとしており、
JBICは「本出資はこのような日本政府の政策
に基づく」としている。FoE Japanは、「SMR
という新たな装いをしていようとも、ライフサ
イクルにわたる放射能汚染、核廃棄物、事故リ
スクに加え、テロや戦争のターゲットとなるリ
スクなどの問題を抱えていることは、従来の原
発と何ら変わりはない」とし、JBICに出資の
撤回を要請する文書を手渡した。
▼ FoE Japan 声明：国際協力銀行によるニュー
スケール社出資に抗議
https://foejapan.org/issue/20220406/7398/

4 月 13 日　汚染水海洋放出決定か
ら 1 年、環境 NGO と住民が共同
記者会見

政府が ALPS処理汚染水の海洋放出を決定
してから 1年。漁業関係者、消費者をはじめ、
福島県内外の幅広い市民が海洋放出に反対する
中、放出のための手続きが進められている。こ
れに抗議し、福島県の市民らで構成される「こ
れ以上海を汚すな！市民会議」、「原子力資料情

報室」、「グリーンピース・ジャパン」および
FoE Japanの 4団体は共同で記者会見を開催。
「関係者の理解なしにはいかなる処分も行わな
い」と約束したのにもかかわらず、海洋放出を
進めていること、処理汚染水には、トリチウム
以外にも、ストロンチウム、ヨウ素、セシウム、
プルトニウムなど多くの放射性物質が残留して
いるのにもかかわらず、これらの総量が示され
ていないことなどを批判した。
▼動画：ALPS 処理汚染水、海洋放出決定から一
年　オンライン共同記者会見
https://www.youtube.com/live/aG3r1vTBBsc

7 月 6 日　欧州議会、EU タクソノ
ミーに原発と天然ガスを含めるこ
とを承認

グリーン投資を促進するための「EUタクソ
ノミー」に原発と天然ガスを含めるという欧州
委員会の提案が、7月 6日、欧州議会本会議で
承認された。
欧州委提案が正式に発表されたのは 2022年

1月 1日。その後、欧州委の諮問機関「持続可
能な金融に関するプラットフォーム」は、「原
発を持続可能な経済活動として認知することは
できない」とする見解を発表した。しかし、欧
州委は 2月 2日、原発・ガスを含める規則を
採択。背景には、ガスや原子力産業からの強い
働きかけがあったと指摘されている。その後、
議論の場は欧州議会に移った。

6月 14日には、欧州議会の環境委員会と経
済金融委員会の合同会合で、欧州委提案に対す
る反対決議が採択された。しかし、7月 6日の
本会議では同決議が否決された。
仏ストラスブールの欧州議会本会議場の前で
は、環境活動家らが、「原発・ガスはグリーン
ではない」「プーチンに贈り物をするのをやめ
ろ」などと書いたバナーを掲げ抗議した。
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▼原発とガスを「グリーン投資」に！？　批判の
声続々
https://foejapan.wordpress.com/2022/07/07/taxonomy/

7 月 13 日　東京地裁、東電旧経営
陣に 13 兆円余の支払いを命じる

経営陣が津波対策を怠ったことで原発事故を
防げず、東電に巨額の損害をもたらしたとし
て、東電の株主が旧経営陣 5人を訴えた裁判で、
東京地方裁判所は勝俣元会長ら 4人に合わせ
て計 13兆 3,210億円の支払いを命じる判決を
言い渡した。
争点になったのは、旧経営陣らが大津波を予
見し、対策によって事故を防げたかという点。
判決では、国の地震調査研究推進本部が

2002年に公表した「長期評価」と、これに基
づき最大 15.7mの津波の可能性を示した東電
子会社の試算を「相応の科学的信頼性がある」
とした。
その上で、「旧経営陣はいずれも重大な事故
が生じる可能性を認識しており、事故が生じな
いための最低限の津波対策を速やかに実施する
よう指示すべき義務があったのに怠った。浸水
対策をとっていれば重大な事態を避けられた可
能性が十分ある」とした。
▼東電株主代表訴訟　判決要旨、弁護団声明など
http://tepcodaihyososho.blog.fc2.com/blog-entry-403.html

7 月 22 日　規制委、汚染水の海洋
放出計画を認可

原子力規制委員会（以下、規制委）は、福島
第一原発の敷地にたまり続ける ALPS処理汚
染水について、東京電力の海洋放出の実施計画
を認可した。
規制委は 5月中旬に実施計画に関する審査

書案を了承。1カ月間、パブリックコメントに
かけた。寄せられた意見は 1,233件。
タンク内のトリチウム以外の放射性物質の総
量は示されておらず、東電は 64核種（ALPS
処理対象 62核種およびトリチウムおよび炭素

14）について測定した 3つのタンク群のみの
データで放射線評価を行っている。FoE Japan
からの質問に対して、東電は、残りのタンク群
については、「放出前に測定する」としている。
▼ FoE Japan 声明：東電・福島第一原発処理汚
染水海洋放出の計画承認に抗議する
https://foejapan.org/issue/20220722/8675/

8 月 24 日　岸田首相、原発７基再
稼働、次世代革新炉開発・建設の
検討指示

岸田首相は、GX（グリーントランスフォー
メーション）実行会議で、2023年夏以降の原
発 7基の追加再稼働、次世代革新炉開発・建
設などについて、年末までに結論を出すよう検
討を指示した。（関連記事 p.12）

12 月 1 日　大手電力のカルテル疑
い、公正取引委、課徴金を命じる
方針

電力の販売をめぐり、大手電力会社がカル
テルを結んでいた問題で、公正取引委員会が、
中国電力と中部電力、九州電力などに総額で
1,000億円余りの課徴金を命じる方針であるこ
とが明らかになった。課徴金としては過去最高
額となる見通し。関西電力が、他電力会社の管
内で営業を本格化させ、競争がはじまったこと
をきっかけに、2018年頃からカルテルが結ば
れたとされる。カルテルを主導した関西電力は、
公取委の調査開始前にカルテルを自己申告した
ため、課徴金を免れた。（関連記事 p.16）

12 月 16 日　汚染土再利用の実証
事業、所沢と新宿で説明会　批判
の声相次ぐ

環境省は、福島第一原発事故の後、除染で出
た放射性物質を含む土 1,400万m3を全国の公
共事業等で再利用する方針である。その実証事



22

業が、福島県外としては初めて、埼玉県所沢市
の環境調査研修所および東京都の新宿御苑で計
画されている。

16日夜、所沢市環境調査研修所で初めての
住民説明会が開催されたが、参加者から疑問や
批判の声が相次いだ。説明会は冒頭を除き、非
公開で開催された。周辺約 1,200世帯に対象が
限定され、参加者は 56人。掲示板で告知され
たという。
また、21日には、新宿御苑で同様に住民説
明会が行われた。こちらも新宿 1、2丁目の住
民（約 550世帯）に対象が限定され、参加者
は 28人にとどまった。（関連記事 p.30）

12 月 22 日　GX 基本方針案を了承

政府は 22日、GX実行会議を開催し、原発
の運転期間を実質延長すること、原発再稼働に
関係者の総力を結集すること、次世代革新炉の
開発・建設などを含む GX基本方針案を了承
した。岸田首相が 8月 24日に関連省庁に検討
を指示してから、わずか 4カ月余りで方針を
固めたことになる。官邸前では、多くの市民が
抗議の声を上げた。

GX基本方針案は、1カ月パブリックコメン
トにかけられたのち、2023年 2月 10日に閣
議決定された。（関連記事 p.12）

12 月 27 日　関西電力による顧客
情報不正閲覧が発覚、その後全８
社に

関西電力の小売部門が、送配電部門が管理す
る新電力の顧客情報を不正に閲覧していた問題
が発覚、その後電力ガス取引監視等委員会の調
査により東北電力、九州電力、四国電力、中国
電力、中部電力、北陸電力、沖縄電力について
も同様の不正閲覧もしくはマスキング漏れが
あったことが明らかとなった。またその後、経
済産業省の再エネ発電事業計画認定に関する情

報についても、大手電力 10 社全てで小売部門
による不正閲覧があったことも判明している。

2016年の電力小売全面自由化以来、小売部
門には多くの新電力が参入したが、送配電事業
は大手電力の子会社が独占している。電力シス
テム改革で目指されていた、送配電部門の中立・
公平な運営がまったく確保されていなかったと
いうことであり、詳細調査や処分が検討されて
いる。（関連記事 p.16）

2023 年

1 月 18 日　東電刑事裁判、旧経営
陣に再び無罪

福島第一原発事故をめぐり、業務上過失致死
傷罪で強制起訴された勝俣恒久元会長ら東電の
旧経営陣 3人の控訴審判決で、東京高裁（細
田啓介裁判長）は、一審判決に続いて 3人に
無罪を言い渡した。
「巨大津波の襲来を予測することはできず、
事故を回避するために原発の運転を停止するほ
どの義務があったとはいえない」とした。旧経
営陣の責任は今回も問われなかった。
旧経営陣の 3人は、津波対策を怠ったこと

により原発事故を防げず、事故時に入院患者な
ど 44人を避難の過程で死亡させたなどとして、
検察審査会の議決によって業務上過失致死傷の
罪で強制的に起訴された。
細田啓介裁判長は、国の機関が公表した地震
の予測「長期評価」の信頼性について、「10m
を超える津波が襲来する現実的な可能性を認識
させるものだったとはいえない」とした。東電
の子会社である東電設計は事故前に「長期評価」
をもとに津波の高さの試算を行っていて、最大
で 15.7mの高さの津波が襲うという結果を示
していた。1月 24日、東京高裁の判決を不服
として、検察官役の指定弁護士が最高裁判所に
上告した。
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▼福島原発刑事訴訟支援団
https://shien-dan.org/

1 月 24 日　新宿御苑での汚染土再
利用実証事業に反対する会発足

汚染土再利用の実証事業が計画されている新
宿御苑（東京都新宿区）の周辺住民らが、「新
宿御苑への放射能汚染土持ち込みに反対する
会」を設立し、24日の夜、発足集会を開いた。
世話人の平井玄さんは「多くの住民は反対し
ている。自分のところに心配している母親から
電話があった。新宿御苑には子どもたちも、海
外からの観光客も訪れる。汚染土を持ち込ませ
てはならない」と述べた。発足集会では、FoE 
Japan事務局長の満田夏花が、汚染土再利用の
経緯や問題点などについて講演した。（関連記
事 p.30）

1 月 30 日　高浜原発 4 号機で原子
炉が自動停止

関西電力・高浜原子力発電所 4号機（福井県）
で、原子炉が自動停止した。
その後の関電の説明によると、核分裂反応を
抑える「制御棒」を動かすための電気系統に異
常が起き、制御棒が原子炉内に落下し、停止に
つながったとみられる。昨年 11月 25日、関
電は設備の健全性評価を行い、問題のないこと
を確認したと発表したばかりだった。

2 月 10 日　GX 基本方針、推進法、
閣議決定

原発の運転期間の延長、次世代革新炉の開発・
建設を含む、原発推進の色濃い「GX基本方針」
および 20兆円規模の GX債の発行や GX推進
機構の設立を含む「GX推進法」が 2月 10日、
閣議決定された。雪まじりの雨が降りしきる中、
多くの市民が官邸前に集い、抗議の声をあげた。

8日に開催された原子力規制委員会では、委

員の一人である石渡明委員が、運転期間の上限
に関する規定を原子炉等規制法から削除するこ
と、停止期間を運転期間から除外することなど
について反対する意見を述べ、その日決定され
るはずであった運転期間延長を前提とした規制
については継続審議となった。しかし、13日
の臨時会合で多数決で決められた。GX基本
方針はわずか 4カ月程度でかためられ、年末
年始をはさみ 1カ月間パブコメにかけられた。
政府の公表によれば 3,033件の意見が寄せられ
た。（関連記事 p.12）

2 月 28 日　原発 GX「束ね法案」
閣議決定

2月 28日、原発推進の色濃い「束ね法案」（GX
脱炭素電源法案）が閣議決定された。束ねられ
ているのは、原子力基本法、原子炉等規制法、
電気事業法、再処理法、再エネ特措法の 5つ。
原子力基本法に関しては、国の責務として、
電気の安定供給の確保、脱炭素社会の実現、エ
ネルギー供給に係る自律性の向上のため、原発
を活用することを定める。また、原発立地地域
の住民をはじめとする国民の原子力発電に対す
る信頼を確保し、その理解を得るために必要な
取組及び地域振興などを推進する責務を有する
ともしている。
原子炉等規制法については「原則 40年、1
回に限り、原子力規制委員会が認める場合は
20年延長できる」とする規定を削除し、経済
産業省が所掌する電気事業法に移し、停止期間
を除外できるようにする規定を盛り込む。「電
気事業法」に移すことにより、原子力を「利
用」する立場の経済産業省が、原発の運転期間
に関する決定権限を持つことになる。（関連記
事 p.15）
▼ FoE Japan 声明：原発推進「束ね法案」の閣
議決定に抗議する
https://foejapan.org/issue/20230228/11696/
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原発事故を振り返る

2011年 3月 11日に発生した東日本大震災と
それに続く東電福島第一原発事故から 12 年が
経過した。しかし、まだ事故は継続している。
原発事故の被害は多岐にわたり複雑だ。広範囲
にわたる放射能汚染により、自然のめぐみとと
もにあった人々の暮らしは失われた。原発事故
は多くのものを奪った。生業、生きがい、山菜
やきのこを採取する楽しみ、隣人や友人と過ご
すかけがえのない時間、平穏な日常…。家族や
コミュニティの分断、健康や人生に対する不
安が生じた。一方で、「復興」のかけ声のもと
に、放射能汚染の実態や、健康被害や不安を口
にだせない空気が醸成されている。避難指示は
どんどん解除され、また、避難者向けの住宅提
供などの支援も打ち切られた。しかし、福島第
一原発周辺の地域で帰還が進んだわけではなく
（p.3）、かつてのコミュニティは失われ、様変
わりしてしまった。

事故の進展と避難指示

2011年 3月 11日、東日本大震災とそれに続
く津波により、福島第一原発はすべての電源を
失い、炉心を冷却することができなくなった。
当時、1～ 3号機は通常運転中、4～ 6号機
は定期点検のため停止していた。1～ 3号機は
地震発生直後に緊急停止することはできたが、
その後、冷却機能を失い、炉内の温度が上昇。
炉心溶融（メルトダウン）に至った。
しかし、高い放射線量に阻まれ、現在に至る
まで原子炉内の調査が行われておらず、正確な
事故原因や事故の進展のプロセスは解明されて
いない。

3月 11日の夜、20時 50分に 1号機の半径
3kmの住民に避難命令が出された。3月 12日
15時 36分には 1号機建屋が水素爆発。同日の
18時 25分、20km圏内の住民に対して避難指

示が出された。14日 11時 1分には 3号機建屋
が水素爆発。15日には 2号機の格納容器が破
損、また 16日 6時には 4号機が水素爆発を起
こした。
放射性物質を大量に含んだ放射性雲（プルー
ム）が東日本の広い範囲に流れた。プルームは
福島県飯舘村や伊達市、福島市、郡山市の上空
を通過し、雨や雪により降下した放射性物質が
土に沈着。長く続く汚染をもたらした。

4月 22日、政府は、20km圏内を「警戒区域」
に、おおよそ 30km圏内を「緊急時避難準備区
域」に、飯舘村、川俣町の一部、南相馬市の一
部、葛尾村など年間 20mSv（ミリシーベルト）
に達する可能性のある地域を「計画的避難区域」
に指定した。

「年 20mSv」基準

3月下旬から 4月上旬には、福島市の父母た
ちが線量計を使って学校の測定を行い、大半の
学校の校庭が放射線管理区域以上の値を示して
いることを明らかにした。放射線管理区域とは、
原発や病院の施設・研究所など、訓練された職
業人しか立ち入りが許されない区域である。
父母らは始業式を遅らせることを要求した
が、これは聞き入れられず始業式が実施された。
その後、文部科学省から各教育委員会に、学校
の利用目安として年 20mSvを用いることが通
知された。
年 20mSvは、公衆の被ばく限度として国際

的に勧告されている年 1mSvの 20倍であり、
また放射線管理区域の基準年 5mSvをもはる
かに上回る。そのため、批判の声が高まった。

5月 23日、怒った福島の父母たちや市民ら
が文部科学省を取り囲み、年 20mSv基準の撤
回を迫った。メディアがこれを報道し、批判的
な世論が高まった結果、文部科学省は、「長期

トピックス＆解説
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的には年 1mSvを目指す」と通知を出した。

「避難の権利」確立を求めて

子どもや家族を守るため、賠償も支援もなく
避難を決断した区域外避難者は少なくない。一
方で、経済的事情、仕事、家族の事情のため、 
避難したくても避難できない人もいた。
下記は当時、FoE Japanが集めた自主避難者

の人たちの声の一部である。

避難者を援護する世論の高まりを背景にし
て、賠償方針を検討する政府の審議会（原子力

損害賠償審査会）においても「自主的避難者」
に対する賠償の議論が始まった。2011年 12月、
区域外避難者の「避難の合理性」が認められ、
きわめて限定的かつ一時的・少額ではあったが、
「自主的避難等対象地域」に居住する人、避難
した人双方に対する賠償が実現した。 

原子力災害に対応した被害者救済法の必
要性

2012年、「原発事故子ども・被災者支援法」
が全国会議員の賛成のもとに成立した。同法は
「放射性物質による放射線が人の健康に及ぼす
危険について科学的に十分解明されていない」
（第一条）こと、国の「これまで原子力政策を
推進してきたことに伴う社会的な責任」（第三
条）について明記した。これを踏まえ、「居住」
「避難」「帰還」の選択を被災者が自らの意思で
行うことができるよう、医療、移動、移動先に
おける住宅の確保、就業、保養などを国が支援
するとした。「放射線量が年 20mSvを下回っ
ているが一定の基準以上である地域」を「支援
対象地域」とした（第八条第一項）。同法は議
員立法により制定され、立案の段階では、チェ
ルノブイリ法（p.26参照）を参考にしたという。
しかし、同法を実施するための基本方針策定
の段階で、被災者の意見は反映されず、「支援
対象地域」は福島県内の中通り、浜通りに限定
された。また、同法に基づく被災者支援はわず
かなものにとどまり、実質的には骨抜きにされ
てしまった。
現状では、将来起こるかもしれない原子力災
害に対応した、被害者救済のための包括的な法
律は存在しない。ふたたび原子力災害が生じれ
ば、同じことが繰り返され、被害者が泣き寝入
りすることになってしまう。放射性物質による
被ばくや汚染を「被害」として認め、事業者の
賠償責任を位置づけ、避難を選択した人、居住
を選択した人双方の権利が守られるよう、国は
被害者を救済する責任を負うことを法制化する
べきではないか。

「年 20 ミリシーベルト基準」の撤回を求める市民
たち

避難者たちの声より
・	 小さな山を一つ越えると、避難区域です。	
そんな場所に小さい子どもを住ませるこ
とはできません。親として子どもを守る
のは当然です。避難したくて、避難して	
いるわけではありません。どれほど悩ん
で避難したか。また災害が起こる可能性、	
何かあった時子どもを守れるかどうかな
ど、本当に悩みぬき避難しました。

・	 どうか私たち「自主避難者」と呼ばれる
者が、断腸の思いで選んだやり方を、愛	
する人たちを守る正当な方法であること
を理解して下さい。私たちは福島を捨て
たのではありません。守るべき人を守り
たいだけです。
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避難者たちの現状

1　避難先の自治体が、応急仮設住宅や、みなし仮設住宅（公営住宅や民間から借り上げた住宅）を避難者に提供、
家賃は福島県および国が負担する制度。

政府が設定した避難指示区域外からも、多く
の避難者が賠償のあてもないまま「自主」避難
を強いられた。一方で、経済的な理由、家族の
事情などで、避難したくても避難できない人た
ちもいた。チェルノブイリ原発事故後制定され
た「チェルノブイリ法」のように、住民が居住
し続けるか避難するかを選択でき、どちらの場
合も国が支援するという区域は設定されなかっ
た。

相次いで打ち切られた住宅支援

原発事故の避難者の多くが、災害救助法に基
づく住宅支援 1を利用して避難生活を送ってき
た。この制度は、地震などの自然災害を念頭に
おいてつくられた制度であるため、長期にわた

る原子力災害には対応できていない。それでも
この制度に基づく住宅支援が、多くの避難者の
生活の礎となってきたことは確かだ。このため、
住宅支援の打ち切り方針が報じられたあと、多
くの避難者や支援者が、政府・福島県に対して、
同制度の継続を求める要請を行った。
しかし、2017年 3月、政府は、避難指示区

域以外からの避難者（いわゆる自主的避難者）
約 2万 6,000人を対象とする住宅支援を打ち
切った。

2019年 3月には避難指示が解除された地域
からの避難者への住宅支援および低所得の避難
者向けの家賃支援が、2020年 3月には、富岡町、
浪江町、葛尾村、飯舘村の帰還困難区域からの
避難者を対象とする住宅支援が打ち切られた。
住宅支援の終了後も、多くの避難者が避難継
続を選択した。中には生活困窮に陥る避難者も

チェルノブイリ法とは
チェルノブイリ原発事故後、5 年目に
制定されたチェルノブイリ法において
は、追加被ばく線量年 5mSv もしくは
土壌汚染のレベル（放射性セシウム濃
度）555,000Bq/m2 以上（ロシアの場合、
1,480,000Bq/m2 以上）で義務的移住、年
1～ 5mSv もしくは 185,000Bq/m2 以上の
地域では、移住した場合に住まいや職業な
どさまざまな支援が受けることができた。
また居住し続ける場合は、医療保障、医薬
品の供給、安全な食品供給などの支援を受
けることができた。一方、福島原発事故後
の政府の対応は、年間積算線量 20mSv 以
上の地域は避難対象となったが、土壌汚染
の基準はなかった。

図　福島第一原発とチェルノブイリ原発事故の
対応の比較

出典：尾松亮著『3.11 とチェルノブイリ法』（東洋書店、2013 年）
オレグ・ナスビット，今中哲二「ウクライナでの事故への
法的取り組み」
JSA e マガジン No.24「ウクライナの 『チェルノブイリ法』」

（2017 年 12 月 16 日）
をもとに作成。

チェルノブイリ法での対応 福島第一原発事故後の対応

ウクライナ・ベラルーシ・ロシア 日本

年20mSv〜
土壌汚染の基準なし

なし

なし

なし

年5mSv〜
セシウム137 濃度
555,000Bq/㎡以上*1

年1mSv 未満*2
セシウム137 濃度
37,000Bq/㎡以上

年1回、３週間程度
国としての体制あり

年1〜5mSv
セシウム137 濃度
185,000〜555,000 Bq/㎡

強 制 避 難

移住の権利

保養プログラム

モニタリング強化
社会経済的特典

*1  ロシアでは、1,480,000 Bq/㎡以上　*2 ウクライナでは年 0.5mSv 以上 
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多くいた。支援団体のもとに寄せられた相談か
らは、公的な支援が打ち切られたことにより、
生活の基盤を失い、経済的な困窮に陥るケース、
「国に見捨てられた」という心理的な孤独感、
「もう避難している状況ではない」という社会
的な圧迫が避難者を苦しめているケースがみら
れた。実際には、避難元の状況は決して好転し
ているとはいえず、避難を継続したいという気
持ちがありながら、それを選ぶことの正当性を
たえず自問自答せざるをえないような状況に悩
む避難者もいた。東京都や新潟県などの自治体
や民間団体による調査も、こうした避難者の置
かれた経済的困窮や心理的な圧迫を裏付けてい
る。
一方で、住宅支援の打ち切りの前にも後にも、
国は、避難者の置かれている状況に関する調査
を実施しなかった。このため、避難者が置かれ
ている状況の全体像を把握することは困難であ
る。

避難者の困窮にコロナが追い打ち

関西学院大学災害復興制度研究所の研究グ
ループが、原発事故による避難者を対象として
2020年に実施した調査では、避難により、臨
時雇用、パート、アルバイト、無職の割合が増
加したことがうかがえる。この傾向は、区域外
避難者において一層顕著である。同様の傾向は、
新潟県の設置した検証委員会による調査結果も
示している。
また、避難により、単身世帯もしくは子ども
のみと同居するようになったケースが増加して
いる。離婚が増加し、母子避難者が増えている。
離婚をした母子避難者の年収は 100万円未満、
100～ 200万円未満が大幅に増え、困窮化が
進んでいることがうかがえる（図）。
同調査は、2020年 2月頃から拡大した新型
コロナウイルス感染症が、避難者の困窮に一層
の追い打ちをかけている状況も明らかにした。
区域外避難者の約 6割が、コロナの影響が「大
変ある」「少しある」と回答している。月収が

10万円以上減少したという回答が20％を占め、
仕事を失ったという人も 11.4％いた。回答者
の中には、「避難元の家から『反対を押し切っ
て避難したのだから、給付金の権利はない』と
言われた」ケース、「世帯主が受け取っている
ので渡してもらえていない」といったケースも
あった。
新潟県が設置した「原子力発電所事故による
健康と生活への影響に関する検証委員会」では、
新潟県への避難者のおかれている状況に関する
調査を行った。2021年 1月に発表された報告
書では、「長引く避難生活に加え、様々な『喪
失』や『分断』が生じており、震災前の社会生
活や人間関係などを取り戻すことは容易ではな
い」「避難者は、仕事や生きがい、人間関係の
喪失などの点で多くの犠牲を払っている。母子
避難をした場合の孤立感や移動に伴う苦痛、心
身の不調等もある。しかし、各世帯はそれぞれ
合理的な決断の結果として避難行動をとったの
であり、その選択を十分に理解することが必要
である」などと分析している。また、避難元地
域から切り離された「ふるさとの喪失／はく奪」
が深刻な被害をもたらしているとも指摘してい
る。

図　離婚をした母子避難者の震災前後の収入の変
化

出典：関西学院大学災害復興制度研究避難疎開研究会「原発
事故で避難された方々にかかわる全国調査」（概要）最新版

（2020 年 11 月）
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処理汚染水の海洋放出

1　 ALPSで処理はされているが、トリチウムをはじめとする放射性物質が残留しているため、本稿では「処理汚染
水」と呼ぶ。

2　それぞれの核種の濃度を、核種ごとに設けられた告示濃度限度で割った値の合計。規制上、１未満にしなければ
ならない。

福島第一原発のサイトで増え続ける ALPS
処理汚染水 1。燃料デブリの冷却水と原子炉建屋
およびタービン建屋内に流入した地下水が混ざ
り合うことで発生した高濃度の汚染水を、多核
種除去装置（ALPS）などで処理し、タンクに
貯蔵しているものだ。ストロンチウム 90やヨ
ウ素 129など、トリチウム以外の放射性物質
も残留する。

2021年 4月 13日、政府は、処理汚染水の
海洋放出方針を決定した。放出開始は今年春か
ら夏にかけて。放出には 30年以上はかかる。
東電はトリチウムが 1,500Bq／Ｌ未満となる
ように、大量の海水で 100倍以上に希釈し、
海底トンネル経由で沿岸から 1kmで放出する。
反対の声は根強い。福島県漁連、全漁連は、
繰り返し放出に対して断固反対の意思表明をし
ている。政府および東電は以前より福島県漁連
に対して「関係者の理解なしには処分をしない」
という約束をしていたが、この約束は完全に反
故にされた形だ。

放出される放射性物質の総量が不明

貯蔵されている処理汚染水に含まれるトリチ
ウムの総量は推定約 780兆ベクレル（2021年
5月時点）。これは事故の前年である 2010年に
福島第一原発から海洋に放出されていたトリチ
ウム、約 2.2兆ベクレルの約 350倍。また、建
屋や炉内に約 1,200兆ベクレル存在していると
推定される。
含まれているのは、トリチウムだけではない。
タンクの水の 7割近くで、トリチウム以外で
も、ALPSが除去の対象としていた 62の放射
線核種の告示濃度限度比総和 2が１を上回って
いる（つまり基準を満たしていない）。単体で
基準超えしているのは、ヨウ素 129、ルテニウ
ム 106、ストロンチウム 90などだが、それ以
外にも、カドミウム 113m、セシウム 137、プ
ルトニウム 238～ 241なども残留している。
東京電力は汚染水を海洋放出する場合は二次
処理を行い、トリチウム以外の放射性物質の濃
度を基準以下にするとしている。

問題なのは、タンクに残留する
これらの放射性物質の総量が示さ
れていないことだ。二次処理した
としてもどのくらい残留するかも
わかっていない。全体の水の量が
膨大であるので、濃度を下げたと
しても放出される放射性物質の量
はそれなりに大きい。

ALPSを通したはずの水が、トリ
チウム以外の核種でも基準超えし

原子炉建屋

燃料デブリ

タービン建屋

浄化後、タンクへ貯蔵

デブリ冷却用に循環

燃料デブリ燃料デブリ燃料デブリ燃料デブリ

陸側遮水壁（凍土壁）
サブドレン

汚染水

ALPS処理汚染水

地下水
海
側
遮
水
壁

セシウム、
ストロンチウム除去

多核種除去装置（ALPS）により
62の核種を除去

経済産業省・東電資料をもとにFoE Japan作成

７割の水でトリチウム
以外の放射性物質も
基準を超えて残留

処理汚染水発生のメカニズム
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ていることが明らかになったのは、共同通信な
どメディアが報じたからだ。それまで東電は、
トリチウム以外の核種は ALPSにより除去で
きており、いずれも基準以下になっていると説
明してきた。
「何」を「どのくらい」放出するかという基
本的な情報が明らかになっていないのだ。

トリチウムのリスク

トリチウムは水素の同位体である「三重水素」
で、陽子１個と中性子２個から構成される。半
減期約 12年の放射性物質で、ベータ崩壊をし、
ヘリウムに変わる。トリチウムは水の形で存在
するため、取り除くことが困難で、原発や核施
設から大量に放出することは避けられない。
トリチウムの健康への影響は、専門家の間で
も意見が分かれている。トリチウムが有機化合
物を構成する水素と置き換わり、それが細胞に
取り込まれた場合、食物連鎖の中で濃縮が生じ
うること、またトリチウムが DNAを構成する
水素と置き換わったときには、近隣の細胞に影
響を与えること、トリチウムがヘリウムに壊変
したときに DNAが破損する影響などが起こり
うることが指摘されている。
トリチウムの排出濃度基準（告示濃度限度）
は 6万ベクレル／ Lとなっている。ただし、
トリチウム単独でこの基準を満たせばよいわけ
ではない。敷地内に放射線を発する施設がほか
にもあること、排水にトリチウム以外の放射性
物質も含まれていることから、サブドレン（原
発建屋近隣の井戸）などからの排水のトリチウ
ムの濃度は 1,500ベクレル /Lと定められた経
緯がある。東電の説明のように「基準の 40分
の 1」を意味するわけではない。

増え続ける汚染水をどう止める？

建屋内への地下水の流入を止めない限り、汚
染水は発生し続ける。現在まで、凍土壁、地下
水バイパス、近傍の井戸からの汲み上げなどの
対策が取られているが、十分減らせているわけ

ではない。福島大学の柴崎直明教授らの研究グ
ループは、現在の凍土壁のさらに外側に「広域
遮水壁」を建設し、敷地内への地下水流入を止
めるべきとしている。「広域遮水壁」は、コン
クリートや粘土などを用いる、従来型の工法で、
費用は凍土壁の半分くらい、工期は数年程度だ。
しかし、この提案は真剣に検討されないまま、
現在にいたっている。

さまざまな代替案

技術者や研究者も参加する「原子力市民委員
会」は「大型タンク貯留案」、「モルタル固化処
分案」を提案している。
「大型タンク貯留案」は、ドーム型屋根、水
封ベント付きの 10万 m3の大型タンクを建設
する案だ。石油備蓄などに使われており、多く
の実績をもつ。また、ドーム型を採用すれば、 
雨水混入の心配はない。大型タンクの提案には、
防液堤の設置も含まれている。
「モルタル固化処分案」は、アメリカのサバ
ンナリバー核施設の汚染水処分でも用いられた
手法で、汚染水をセメントと砂でモルタル化し、
半地下の状態で保管するというものである。
十分現実的な内容で実績があるにもかかわら
ず、これらが十分検討されたとは言い難い。
東電が現在示している敷地利用計画は、デブ
リ（溶け落ちた燃料）を取り出すことが前提の
計画になっている。しかし、デブリの取り出し
は極めて困難であり、計画は暗礁に乗り上げて
いる。仮に取り出せたとしても、被ばくのリス
クは高まるであろうし、デブリの処分方法も決
まっていない。このままのスケジュールで取り
出すことは現実的とは思えない。

放射性物質は、集中管理が原則であり、環境
中に拡散させるべきではない。大型タンクによ
る陸上保管案、モルタル固化案、敷地拡張案な
どを検討すべきである。また、代替案やトリチ
ウムの危険性、残留するその他の放射性物質に
ついて、公開の場で議論を行うべきである。
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除染で生じた汚染土のゆくえ

環境省は、2016年、福島県内の除染で発生
した放射性物質を含む土（以下、汚染土）のう
ち、8,000Bq／ kg以下のものを全国の公共事
業や農地造成に利用するという方針を策定し
た。2020年 4月から実施のための省令を施行
する予定であったが、「引き続き検討中」とい
うことでまだ施行されていない。福島県内にお
いては、実証事業が住民の反対により相次いで
頓挫した。2022年 12月になって、新宿御苑や
所沢などでの実証事業の計画が浮上している。

「30年後県外処分」の空約束

そもそも、なぜ汚染土を再利用するのか。原
発事故後、広範囲にわたって表土をはぎ取るな
どの除染作業が行われた。その結果、生じた土
は福島県双葉町および大熊町に設けられた中間
貯蔵施設に運び込まれている。その量は 1,400
万 m3（東京ドーム 11個分）。中間貯蔵施設の
建設にあたり、国は、難色を示す福島県や自治
体に対して、中間貯蔵施設の運用開始後、30
年以内に汚染土などを県外に運んで最終処分す
る約束を行った。この「30年後最終処分」を
実現するため、汚染土の再利用を進め、最終処
分する量をなるべく減らしたいというのが環境
省の説明である。

従来、原子炉等規制法に基づく規則において、
セシウム換算で 100Bq／ kg以上のものは、「放
射性廃棄物」として原発敷地内で管理してきた。
今回の環境省方針は、この 80倍のレベルのも
のを公共事業や農地に使うことを容認すること
になる。
環境省が作成中の「手引き」では、用途の例
として、道路・防潮堤・海岸防災林・土地造成・
水面埋め立て・農地などがあげられている。盛
土材、充填材などとして使い、用途に応じて放
射能濃度の限度、覆土の厚さなどが定められて
いる。
しかし、汚染土を公共事業等に利用すること
は、環境中への放射性物質の拡散を許容するこ
とになる。河川の氾濫、地震や津波などの災害
時には、崩落や流出などが生じるおそれがある。
汚染土を道路の盛り土として使った場合、

8,000Bq／ kgのセシウム 134・137が 100Bq
／ kgまで減衰するのに 190年かかる。一方、
盛り土の耐用年数は 70年とされており、その
後、汚染土がどうなるかは不明である。

実証事業、住民の反対で撤回も

環境省は、福島県二本松市で汚染土を農道の
路床材として使う実証事業を行う予定であった
が、二本松の市民たちは、①地元地区のごく一
部しか参加していない中で説明会が開催され、
「地元了解」ということにされてしまった、②
仮置き場から運びだすという約束だったのに、
農道で使えば最終処分になりかねない、③放射
性物質の拡散が懸念されるなどをあげ、これに
反対した。
計画では、約 200mの農道を掘削し、近くの

仮置き場に積まれた汚染土 500袋を、袋から
出して路床材として埋め、 50cm程度の覆土を
行うこととなっていた。2018年 2月には、地除染によって発生した大量の汚染土
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元の市民団体が環境省に対して白紙撤回を求め
る要請書を提出。反対の声に押され、6月になっ
て、環境省が実質撤回の意向を示した。
南相馬市では、小高区の常磐自動車道の拡幅
工事で再利用する計画が進められようとしてい
た。2019年 2月 1日、地元住民により「反対
する会」が結成され、27日には約 3,000人の
反対署名を門馬和夫市長に提出した。地元の小
高区羽倉（はのくら）行政区の区長は「汚染土
は、当初 3～ 5年で仮置き場から中間貯蔵施
設に運ぶという約束だった。実証というが、一
度使ったら永久に置かれる懸念がある」として
反対した。結果的にこの計画は撤回された。

2022年 12月になって、福島県外としては
初めて、埼玉県所沢市の環境調査研修所および
東京都の新宿御苑で汚染土再利用の実証事業が
計画されていることが明らかになった。

12月 16日夜、所沢市環境調査研修所で初め
ての住民説明会が開催されたが、参加者から疑
問や批判の声が相次いだ。説明会は冒頭を除き、
非公開で開催された。対象が周辺約 1,200世帯
に限定され、参加者は 56人。掲示板で告知さ
れたという。説明会の会場外では反対する市民
たちが抗議のスタンディングを行った。
新宿御苑では周辺住民らが、「新宿御苑への
放射能汚染土持ち込みに反対する会」を設立し、
12月 24日に発足集会を開いた。世話人の平井
玄さんは「新宿御苑には子どもたちも、海外か
らの観光客も訪れる。汚染土を持ち込ませては
ならない」と述べている。所沢でも住民たちが、
「所沢への福島原発汚染土持ち込みを考える市
民の会」「除染土壌再利用実証実験を考える in
所沢」を結成。また 2023年 1月 21日、地元
の弥生町会が実証事業の反対決議を採択し、さ
らに所沢市議会が 3月 23日、「住民合意のな
い実証事業は認めない」とする決議案を全会一
致で可決した。
一方で、帰還困難区域の飯舘村長泥地区では
農地造成に汚染土を使う実証事業が実施されて
いる。村内の汚染土を地区内に設置されたス

トックヤードに運び込み、必要量を再資源化施
設において破袋、異物除去、放射能濃度分別を
行い、5,000Bq／ kg以下のものを比曽川沿い
の農地の嵩上げ材として使っている。当初は
50cmの覆土を行った上で、園芸作物、資源作
物を栽培するとしていたが、トマトやキュウリ、
カブなども栽培した。また、覆土なしでの栽培
もおこなった。飯舘村「特定復興拠点区域復興
再生計画」の一部として実施されている。

宙に浮いた「省令案」

環境省は、2020年 1月になって、汚染土を
公共事業等で再利用できるようにするため、放
射性物質汚染対処特措法の施行規則を改正する
「省令案」の概要を一般からの意見公募（パブ
コメ）にかけた。2020年 4月 1日から省令を
施行する予定だったが、その後「引き続き検討
を要する」ということになり、2023年 1月現在、
施行はされていない。
パブコメにかけられた省令案は、汚染土の用
途制限、放射能濃度限度、被覆、管理期限、情
報公開など具体的な制限や責任が盛り込まれて
いなかった。これがこのまま施行された場合、
高濃度の放射性物質を含む汚染土が、住民の知
らない間に再利用され、ずさんな管理により汚
染土が拡散してもその責任をだれも負わないと
いうことになりかねない。
大量に発生した汚染土をどう処分すべきかに
ついては開かれた議論が必要である。環境省は
全国で説明会や公聴会を開催した上で方針を決
定すべきだろう。

中間貯蔵施設の概要（出典：環境省資料に加筆）
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六ヶ所再処理工場と核燃料サイクル

1　2021 年 6 月 25 日「再処理等の事業費について」使用済燃料再処理機構

青森県六ヶ所
村 で、1993 年
から再処理工場
の建設が進めら
れている。原発
で発生する使用
済み核燃料を集
め、ウランとプ
ルトニウムを取
り出す。事業者
は日本原燃だ。

2020 年 7 月
29日、原子力規制委員会が審査書案を了承し、
事業許可を出した。
再処理の過程では、使用済み核燃料を切断し、
硝酸で溶かしたうえで、プルトニウムとウラン
を回収する。この工程で人が近づけないような
高レベルの放射性廃液が発生する。
放射性廃液をガラス原料とまぜ、ガラス固化
体にして処理をすることになっているが、ガラ
ス固化体は強い放射線を発し、製造直後の表面
温度は 200℃を超える。このため、専用の貯蔵
施設で 30～ 50年間冷却し、その後、搬出し
て 300m以深の地層中に処分されることになっ
ている。しかし、最終処分地については、候補
地すら決まっていない。

26回もの竣工延期、高レベル廃液もれ、
ガラス固化失敗

六ヶ所再処理工場は 1993年に建設が開始さ
れ、1997年に完成する予定であったが、26回
も完成が延期されている。当初約 7,600億円
だった建設費は、4倍以上の 3兆 1千億円に膨
れあがり、ランニングコストや廃止措置を含め

た事業総額は約 14.4兆円にものぼる 1。
2006～ 2008年度にかけて実施された試運
転（アクティブ試験）では事故やトラブルが続
出した。中には高レベル廃液が 149Lも漏洩す
るという事故もあった。また、ガラス固化の過
程で白金属類がかたまり、廃液やガラスがうま
く流下せずに、詰まりが発生。攪拌棒がまがっ
て取り出せなくなったり、天井のレンガが落ち
たりするなどのトラブルも生じた。結局、ガラ
ス固化には失敗し、現在も高レベル廃液がその
まま残っている危険な状況が続いている。

大量の放射能を環境中に放出

再処理工場が稼働すれば、大気中や海洋に大
量の放射性物質を放出することとなる。日本原

六
ヶ
所
再
処
理
工
場青

森
市

下 北 半 島

陸 奥 湾

青 森 県

六ヶ所村

N

トラブル続きの六ヶ所再処理工場

1993 年 4月 日本原燃が建設工事を開始（当初の
完成予定時期は 1997 年）

2001 年 8月 使用済燃料貯蔵プール漏水

2006 年 3月 アクティブ試験（試運転）開始

2008 年 10 月 ガラス溶融炉に白金族が固着

2008 年 12 月 ガラス溶融炉の天井のレンガが脱落

2009 年 1月 高レベル廃液約 150L が漏えい

2014 年 1月 原燃が規制委に審査を申請

2015 年 8月 落雷で工場の主要建屋の計器が破損

2016 年 10 月 「使用済燃料再処理機構」が発足（経
済産業省の認可法人）

2016 年 12 月 ウラン濃縮工場で虚偽報告が発覚

2017 年 8月 非常用電源がある建屋に雨水流入

2020 年 7月 規制委が新規制基準に「合格」判断

2021 年 6月 事業費がさらに増え、14兆円超えに

2022 年 9月 原燃が完成時期の延期を発表。26
回目
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トピックス＆解説

燃が公表している月別放出状況によれば、アク
ティブ試験中の 2007年 10月のトリチウム放
出実績は、平均濃度が約 9,000万 Bq/Lであっ
た。これは、原発に適用される告示濃度限度（排
出濃度基準）6万 Bq/Lの 1,500倍だ。
原発から放出される水に含まれる放射性物質
については、原子炉等規制法に基づき、核種ご
とに告示濃度限度が設けられている。しかし、
これは再処理施設から海洋中に放出される排水
には適用されない。原発と同じ濃度規制をかけ
れば、再処理施設が動かせないほど、大量の放
射性物質を排出してしまう施設なのだ。

行先のない使用済みMOX燃料

再処理で取り出したウラン、プルトニウムか
らMOX燃料（プルトニウムとウランの混合
燃料）をつくり、一部の原発で使用する計画と
なっている。しかし現段階ではMOX燃料は
国内でつくれず、フランスに製造委託している。
また、MOX燃料が使える原発は、玄海原発

3号機など 5基だけである。プルトニウムの余
剰を増やさず、MOX燃料として使いきるには
16～ 18基必要と言われている。国はMOX燃
料を使うことを奨励するため、受け入れる自治

2　The Asahi Shinbun Globe+「日本のプルトニウム大量保有、世界が疑問視している」(2019 年 9 月 7 日 )

体に交付金を出す制度をはじめる。
使用済みMOX燃料を処分することも、現状、
国内では不可能だ。また、移動すら難しい。通
常の使用済ウラン燃料であっても、乾式貯蔵所
に移すためには燃料プールで 15年間冷却する
必要があるが、使用済みMOX燃料は熱量が
高く、移動できる状態の発熱量まで下がるには
100年以上かかるからだ。

核燃料サイクルの破綻とプルトニウム

プルトニウムの余剰を持っていることは、核
兵器への転用の可能性があるため、国際社会、
とりわけアメリカから厳しい目を向けられる。
日本の保有量は約 46トン。これは中国が軍事
用に持っているとされる量の 10倍以上で、核
兵器の数に換算すると数千発分に相当する 2。
原発推進の前提として進められてきた「核燃
料サイクル」はすでに破綻している。高速増殖
炉「もんじゅ」（福井県敦賀市）の失敗が致命
的であった。
「もんじゅ」は、プルトニウムを消費すると
同時に、消費した以上のプルトニウムを生み出
す「夢の原子炉」とされていた。しかし、相
次ぐ事故や不祥事で、稼働可能であった 20年

超の期間中、稼働できたのはわずか 250
日。1995年にはナトリウム漏れ事故と
火災事故が発生し、その後、情報隠蔽も
発覚。ようやく試験運転再開にこぎつけ
たわずか約 3カ月後の 2010年 8月、炉
内中継装置の落下事故が発生し、再び停
止。2016年 12月に廃炉が決まった。
この「もんじゅ」には 1兆円を超す

国費が投入された。廃炉には 3,750億円
かかると見積もられている。
大きな矛盾とリスクをかかえつつ、政
府は再処理政策を推進し続けている。そ
のツケを払うのは私たち国民および将来
世代だ。
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図で見る原発とエネルギー１

原発事故後の放射性物質の流れと土壌汚染

1　 シーベルト（Sv）とは放射線被ばくによる生物学的影響の大きさを表す単位。

2011年 3月 11日、東日本大震災およびそ
れに続く津波により東電福島第一原発はすべて
の電源を喪失。炉心を冷やす機能を失いまし
た。翌 12日 15時 36分、1号機建屋が水素爆
発、14日 11時 1分には 3号機建屋が爆発。3
月 15日には 2号機の格納容器が破損、3月 16
日 6時には 4号機も水素爆発を起こしました。
放射性物質を大量に含んだ放射性雲（プルー
ム）が広い範囲に流れました。プルームは飯舘
村や伊達市、福島市、郡山市の上空を通過し、
雨や雪により放射性物質が降下しました。
各地の放射線量はこれにより急上昇しまし
た。原発から 60km離れた福島市では、最大で
毎時 24 μ Sv（マイクロシーベルト）1が観測さ

れました。これは、福島原発事故後に策定され
た「原子力災害対策指針」で、「一週間以内に
一時移転を実施」とされるレベル（毎時 20 μ
Sv）を上回る数値です。
図は放射性ヨウ素の広がりを示したもので
す。放射性ヨウ素は、体内に取り込まれると甲
状腺に集まり、甲状腺がんを引き起こす恐れが
ありますが、半減期が短く、比較的早くなくな
ります。一方、土に沈着したセシウム 137は
半減期が約 30年と長く、長期にわたる汚染の
原因となりました。また、ストロンチウム 90
も検出されました（右ページ図）。

図で見る原発とエネルギー
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上図は文部科学省が 2011年から 2012年に
かけて土壌測定を行い、公表したものです。そ
の後、政府による広域での土壌測定は行われま
せんでした。一方、各地で市民団体による土壌

測定が行われ、その結果が公開されています。
たとえば、みんなのデータサイト「東日本土壌
ベクレル測定プロジェクト」、ふくいち周辺環
境モニタリングプロジェクトなどです。

▼セシウム 137 の沈着量（2012 年 3 月 1 日時点）

▼ストロンチウム 90 の沈着量（2012 年 1 月 13 日時点）

出典：「文部科学省による、①ガンマ線放出核種の分析結果、及び②ストロンチウム 89、90 の分析結果（第
2 次分布状況調査）について」（2012 年 9 月 12 日）
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図で見る原発とエネルギー 2

世界の原発の趨勢は？

1　“Nuclear Power Reactors in the World” 2022 IAEA https://www-pub.iaea.org/MTCD/Publications/PDF/RDS-2-
42_web.pdf

2　https://www.worldnuclearreport.org/The-World-Nuclear-Industry-Status-Report-2022-HTML.html

国際原子力機関（IAEA）によると、2021
年 12月の時点で、世界には 437の稼働可能な
原発があり、発電設備容量は 389.5GWです 1。
IAEAのデータで過去 20年ほどの原発の基数
と発電容量を見ると、近年は両者共に減少傾向
であることがわかります。
世界原子力産業ステータスレポート 2は、原

発は、基数でみても発電容量でみても 2018年
にすでにピークに達していると指摘しています
(449基、396.5GW)。世界の発電に占める原発
の割合は、2021年にこの 40年で初めて 10％
を切り、9.8%になりました。1996年の 17.5%
のピーク以降最小です。
上図は、1954年から 2022年までにおける

原発の新規稼働数と閉鎖数のグラフです。

1980年代に多くの原発が稼働しましたが、
1990年代以降、新規稼働数は大幅に減ってい
ます。
また近年の新規原発のほとんどが中国で建設
されています。
原発の新設数が減少し、再生可能エネルギー
の設備容量が増える中、世界の発電量に占める
原発の割合は今後も減少していくとみられま
す。
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世界の原発の稼働数と閉鎖数の推移（1954 年〜 2022 年 7 月）
出典：The World Nuclear Industry Status Report 2022（p.44）に加筆
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図で見る原発とエネルギー 3

世界の原発の平均寿命は？

世界の原発の稼働年数（左）と閉鎖した時点での稼働年数（右）
出典：World Nuclear Industry Status Report 20221 (p.58、p.61)

1　https://www.worldnuclearreport.org/The-World-Nuclear-Industry-Status-Report-2022-HTML.html
2　米国議会調査局 “U.S. Nuclear Plant Shutdowns, State Interventions, and Policy Concerns” 2021年 6月 10日 

https://crsreports.congress.gov/product/pdf/R/R46820/3

2022年 7月 1日現在、33カ国で 411基の原
発が稼働しています。この平均稼働年数は 31
年、うち 105基が稼働してから 40年以上たっ
ています（図左）。
閉鎖された原発についてはどうでしょうか。
すでに閉鎖された 204の原発のうち、多くが
運転期間が 40年に達する前に閉鎖されていま
す。初期の頃に建設された第一世代の原発の多
くは数年で閉鎖されました。閉鎖するまでの平
均年数は 27.7年となっています（図右）。
運転期間が最も長いのは、スイスのベツナウ
原発 1号機やアメリカのナインマイルポイン
ト原発 1号機など 5基です。53年前に稼働を
開始しました。60年以上稼働している原発は
ありません。

2021年、閉鎖された原発の数は 200基、約
100GW分を超えました。うち、完全に解体さ
れたのは 22基にとどまります。原発の新規建
設が進まない中、原発の平均稼働年数は年々大
きくなっています。

2011年の原発事故後、日本では原発の運転

期間を原則 40年、認可を得た場合１回に限り
20年延長可能とする規定が原子炉等規制法に
盛り込まれました。現在、60年以上運転も可
能とする法改正が議論されています（詳しく
は p.15）。運転期間を定めている国は多くはあ
りませんが、アメリカも日本と同じように原
則 40年運転を採用しています。規制当局の審
査に合格すれば 20年の延長が認められ、現在
アメリカにある原発のほとんどが延長認可を取
得しています。しかし、他の電源が安くなって
いることや、補修の追加コストがかかるといっ
た点で採算が取れず、運転延長を申請していた
りすでに合格している原発でも、閉鎖されるも
の（サンオノフレ原発、クリスタルリバー原発、
インディアンポイント原発など）もあります。
閉鎖が宣言されていないものの、原発の経済性
の悪化から閉鎖が見込まれる原発も少なくあり
ません 2。
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図で見る原発とエネルギー 4

世界的な発電費用の推移

出典：Lazard, "Levelized Cost of Energy Version 15.0" 2021

1　均質化発電原価（LCOE、発電所の建設費や運転・維持にかかるコスト等の総計を稼働期間中に発電する量で割っ
た数値）を用いています。

2　原子力資料情報室「何も生み出さなかった 10 兆円－有価証券報告書をもちいた原発のコスト検証結果－」2020
年 https://cnic.jp/wp/wp-content/uploads/2020/09/20200831_10trillion.pdf

この 10年、エネルギーをめぐる世界の状況
は劇的に変化しています。安い電気と言われて
いた原発は、今や最も高い電気。再生可能エネ
ルギーによる発電量が増え、さらにコストも安
くなっているのです。
投資会社ラザードが発表している電源別の発
電コスト 1をみてみましょう。世界的に再生可
能エネルギーのコストが下がる一方、原発のコ
ストは 2009年から 2021年にかけて 3割以上
上昇していることがわかります。
原発が他の電源に比べ、とくに高いのは建設
費などの初期費用です。技術的に複雑で、厳重
な安全対策が必要だからです。

2019年、日立製作所が英国ウェールズへの
原発輸出計画を凍結したことが大きく報じられ
ました。計画ではウェールズ北部のアングル

シー島に原発を 2基建設する予定でした。総
事業費は 3兆円。つまり一基 1.5兆円です。建
設費が高く採算がとれないこと、ビジネス・パー
トナーが見つからなかったことが主要な理由
で、2020年、日立は事業から完全に撤退しま
した。
日本の電力会社は再稼働を推し進めています
が、再稼働のための安全対策費、維持費、廃炉
のための費用がふくれあがっています。東京電
力は柏崎刈羽原発（新潟県）の再稼働のための
安全対策費に 1兆円以上も費やしているので
す。また稼働していない原発の維持のために、
十兆円余りが投じられていることを原子力資料
情報室が明らかにしています 2。原発は決して安
い電源ではありません。
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図で見る原発とエネルギー 5

原子力発電所の稼働状況 
東日本では 10 年以上「原発ゼロ」

福島第一原発事故前、原発は 54基ありまし
た。事故後、東日本の原発はすべて停止しまし
た。全国で再稼働した原発は 10基ですが、東
日本では「原発ゼロ」の状況がすでに 10年以
上続いています。総発電量に占める原発の割合
は 2021年で約 6%にすぎません。
原発事故後、原子力規制委員会が発足し、原
発を再稼働させる場合、新規制基準に基づく原
子力規制委員会の審査を受けることとなりまし
た。2013年 9月以来、ほぼ 2年間、全国の原
発がすべて停止しました。原発事故前は「原発
がないと電気が足りなくなる」という宣伝がま
かり通っていましたが、それが誤りであること

がはからずも示された形となりました。
その後、いったん再稼働した原発でも、テロ
対策施設の建設の遅れ、裁判所による運転差し
止め判断などで、運転停止を余儀なくされたも
のもあります。
原子力規制委員会が新規制基準に合格したと
した原発についても、再稼働は原子力業界が期
待するほどには進んでいません。日本原電東海
第二原発（茨城県）では、地元同意のめどがたっ
ていません。東電柏崎刈羽原発（新潟県）では、
核防護上の不祥事が重なり、再稼働手続きが凍
結されました。原発は社会的にも技術的にも、
安定した電源ではないのです。
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図で見る原発とエネルギー 6

電源別電力量と発電部門 CO2 排出量

出典：以下のデータより作成
・経済産業省『令和三年度エネルギーに関する年次報告（エネルギー白書 2022）』の発受電電力量
・国立環境研究所「日本国温室効果ガスインベントリ報告書（2022 年度 4 月版）」

1　 図では 2016年度に増えていますが、これは電力小売全面自由化にともなう統計方法の変更によるものです。

福島原発事故以降、2013年度から 2015年
度にかけ、2年近くにわたって原発ゼロの状態
が続きました。その後も電力供給に占める原子
力発電の割合は 4～ 7％程度にとどまっていま
す。電力供給の観点では、原発の役割はごく小
さいものとなっています。
再生可能エネルギーは、原発事故前は約

10%、そのほとんどが大型水力発電でした。
2012年の再エネ固定価格買取制度（FIT）の
導入で、再エネは急成長し、2020年度には
20%を超えました。四国、九州、中国、中部
などの地域で、季節によって再エネが全電力需
要量をまかなえる時間帯がでてきています。今
後は、需給調整の制度を強化すると同時に、持
続可能で地域に根ざした形で、再エネへの移行

を加速させる必要があります。
発電部門からの温室効果ガス排出は、1970

～ 90年代、原発が増加している期間も増え続
けてきました。2012～ 2013年頃には火力発
電の発電量が増加したために増えましたが、そ
の後は原発がほとんど動いていない状況でも
減ってきています 1。これは、電力需要の減少と
再生可能エネルギーの増加によるものです。本
当に必要な気候変動対策は、原子力ではなく、
省エネと再エネによって化石燃料依存から脱却
することです。
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脱原発とエネルギーシフトをめざして 
〜 FoE Japan の活動
FoE Japan は、地球規模での環境問題に取り組む国際環境 NGOです。
地球上のすべての生命（人、民族、生物、自然）が互いに共生し、尊厳をもって生き
ることができる、平和で持続可能な社会を目指し、気候変動とエネルギー、原発と福
島支援、森林と生物多様性、開発と環境などの分野で活動しています。

被害者とともに

2011年の原発事故直後、学校の校庭の利用
基準として文部科学省が「20ミリシーベルト
基準」を打ち出しました。FoE Japanは福島の
父母たちとともに、この撤回を求める運動に取
り組みました（p.24）。
また、政府の定めた避難指示区域外からの避
難者に正当な賠償を求める運動や、避難指示区
域外であっても放射能汚染が深刻な地域を「選
択的避難区域」として位置づけ、避難を選択し
た場合でも居住継続を選択した場合でも、賠償

や支援を保証することを求める運動、「原発事
故子ども・被災者支援法」（p.25）の制定やそ
の実施を求める運動を行いました。
残念ながら、被害者に対する正当な賠償や支
援は進まず、本書で紹介したように、避難者の
中には生活困窮に直面している人たちも多いの
が現実です。こうした避難者の支援を行うため
に、さまざまな人たちが参画して 2016年 7月
に設立されたのが「避難の協同センター」です。

2019年には、ともすると隠されてしまいが
ちな原発事故の被害を見つめ直し、被害の実態
を国内外に発信していくため、「ふくしまミエ
ルカプロジェクト」を立ち上げました。人々
の声をインタビュー映像にまとめ、日本語の
みならず、英語、フランス語、中国語（繁体
字・簡体字）、韓国語、ドイツ語、スペイン語
の 7言語に翻訳して世界に発信しています。
また、本書でも紹介している原発事故被害や
エネルギーに関するデータをわかりやすくビ
ジュアル化し、特設サイトから発信しています。
（https://311mieruka.jp/）

避難者に正当な賠償を求め、スタンディング

放射能汚染の測定 「避難の協同センター」総会にて
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「福島ぽかぽかプロジェクト」

福島第一原発事故以後、様々な団体が、一時
的に放射能汚染が少ない地域に子どもたちを受
け入れる「保養」に取り組んできました。FoE 
Japanは、2012年に「福島ぽかぽかプロジェ
クト」を立ち上げました。現在も多くの親子が
参加しています。
原発事故後、放射能や健康影響の不安につい
て率直に語り合うことができない空気があり、
そのことが父母たちの大きなストレスとなって
いました。「福島ぽかぽかプロジェクト」では、
子どもたちに思いっきり野外で遊んでもらうこ
とに加え、親たちがリラックスして、ふだん語
れない不安や疑問について語り合い、共有する
場を提供してきました。原発事故は、それだけ
大きな心理的ダメージを多くの人々に負わせた
のにもかかわらず、国や東京電力の調査やケア
も十分ではありません。
コロナ感染拡大を受け、全国の多くの保養団
体のプログラムが、中止を余儀なくされました。

一方で、参加者からは、原発事故直後の辛さと
苦しさ、不安をフラッシュバックしてしまう、
保養を継続してほしいとの声が相次ぎました。
そこで、感染対策を出来得る限りとりながら、
参加者全員 PCR検査を受けて、小規模でのプ
ログラムを実施してきました。2022年度は 10
回開催、41家族 190名が参加しました。2012
年から 2023年 1月ではのべ 4,700人が参加し
ました。
原発事故当時の記憶がない子、その後生まれ
た子どもたちが、参加者のほとんどを占める今、
子どもたちにとって、原発事故が歴史のひとつ
になってしまっていることに、どう伝えていっ
たらよいのか、お母さんお父さんにとっても私
たちにとっても、大きな課題となっています。
自分たちの考えを懸命に伝えるだけではな
く、国や福島県はこう言っているけれど、私た
ちはこう考えると伝え、子どもたちが得られた
情報から、自ら考える力をつけていくことが、
とても重要だと感じ、これからも継続していき
ます。

原発事故ってなあに？ 座談会風景（2022 年 10 月）桧原湖カヌー体験（2022 年 8 月）

ロープ遊び（2022 年 8 月）猪苗代スキー場にて（2023 年 1 月）
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パワーシフト・キャンペーン

原発からの電気はもういやだ、自然エネル
ギーを選びたい⸺そうした声は今や少数で
はありません。FoE Japanは、消費者や企業、
団体が、電気を選択することを通じて社会を変
えていくことを後押しするために、他の環境団
体などと協働して「パワーシフト・キャンペー
ン」を実施しています。
パワーシフト・キャンペーンでは、「電源構
成などの情報開示をしている」「再生可能エネ
ルギーを中心として電源調達をしている」「原
子力発電や石炭火力発電は使わない」などの視
点から、電力会社を紹介しています。(https://
power-shift.org)

2021年からは、パワーシフトの意義や具体
的な方法などについて伝えていく人を増やして
いくためにインフルエンサー等と連携、また「市
民アンバサダー講座」を開催し、仲間を増やし
ています。

2022年から電力市場価格高騰や大手電力の
不正問題で、新電力をめぐる状況は大きく動き
つつあります (p.16)。地域づくりや人とのつな
がりの価値に注目し、引き続き価格だけではな
い選択やエネルギーシステムの民主化を訴えて
いきます。

原発回帰の動きの中で

2022年には、原発回帰の大きな動きがあり
ました。7月には「GX実行会議」が設置され、
8月 24日には岸田首相が、原子力推進政策の
検討を指示しました。その後わずか半年足らず
で、原発の運転期間の実質延長、次世代革新
炉の増設などを含む GX基本方針、GX推進法
案、原子力基本法や原子炉等規制法の改悪を含
む「束ね法案」が閣議決定されました (p.12)。

FoE Japanでは、政府交渉や署名の呼びかけ・
提出などに取り組みました。また 2022年 12
月末から 2023年 1月にかけて呼びかけられた
パブリックコメント期間には、ウェブサイトな
どでの解説や 15回にも及ぶパブコメセミナー
などを通じて、パブコメの提出を呼びかけまし
た。

2023年 3月、「GX推進法案」（p.14）「GX
脱炭素電源法案」（p.15）の 2つの法案が、衆
議院にかかりました。FoE Japanは他の市民団
体とともに、この２つの法案の問題点を国会議
員に伝えるとともに、院内集会や議員会館前で
のデモなど市民の反対の声をさまざまな形で可
視化することに取り組みました。

4月 14日には、衆議院経済産業委員会にお
いて、参考人として GX脱炭素電源法案の問
題点について意見陳述を行いました。

地域新電力と再エネ地域づくりに関するシンポジ
ウム（2023 年 2 月）

衆議院経済産業委員会での意見陳述
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放射性物質の拡散に反対！

FoE Japanは、ALPS処理汚染水の海洋放出
や除染で生じた汚染土を再利用することは、放
射性物質の環境中への拡散につながるとして、
福島や各地の市民とともに反対を続けていま
す。

ALPS処理汚染水に関しては、東京電力によ
る放射線影響評価についての問題点を整理し、
発信しました。また、福島県の市民を中心に結
成された「これ以上海を汚すな！市民会議」と

ともに、集会やシンポジウムの開催を通じて、
国内外への情報発信に取り組みました。また、
環太平洋の市民たちが参加し、汚染水の問題を
討議する国際フォーラムの開催に協力しまし
た。
除染で生じた汚染土の再利用に関しては、

2022年 12月、環境省との意見交換会を開催し、
問題を明らかにしました。また、実証事業の予
定地である新宿御苑（東京新宿区）や環境調査
研修所（埼玉県所沢市）の近隣住民に協力し、
集会での講演などを行いました。

ご寄付募集中！

郵便局から	 郵便振替口：００１３０－２－６８０２６
	 口座名： FoE Japan

銀行から	 城南信用金庫
	 高円寺支店
	 普通３５８４３４
	 エフ・オー・イー・ジャパン
	 ※振り込み後、「脱原発・福島支援への寄付」などとご連絡ください。

問い合わせ先	 国際環境 NGO FoE Japan
	 URL:	 www.foejapan.org
	 TEL: 	 03-6909-5983
	 FAX: 	 03-6909-5986
	 E-mail:	 info@foejapan.org

これ以上海を汚すな！市民会議主催「汚染水対策
を考えるシンポジウム〜このまま海に流すの？！

『ALPS 処理水』」（2022 年 10 月 29 日）

「新宿御苑への放射能汚染土持ち込みに反対する
会」発足集会（2023 年 1 月 24 日）
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